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地域福祉活動推進事業拠点区分 

地域福祉事業 

事 業 名 地域福祉ネットワーク事業 

事業形態 自主事業 

財源内訳 会費 

担当係 地域支援係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにつくる 

目  的 

住民や様々な団体と連携・協働して多様なネットワークの構築を図り、課題

発見の仕組みづくりや住民による主体的な地域福祉・交流活動を支援し、地

域共生社会を目指す。 

既に存在する同様の組織や活動との整合性を図り、住民が無理や無駄がなく

活動していける基盤整備を市と協力して進める。 

内 容 １．市民と多様な専門職機関・団体が連携した地域づくり 

実績報告 

１）南平地区社会福祉協議会（以下、ぷらっと）の側面的支援・住民同士の 

助け合いづくりの支援 

ぷらっと南平の役員会（月例）や実施する活動に参加し、地域住民とと

もに課題を共有、定期的な意見交換により、課題解消に向けた地域活動の

継続、新たな取り組みを検討するほか、地域包括支援センターや福祉関係

団体・学校・民間企業などと協力した地域ネットワークづくりを行った。 

（ぷらっと主催事業） 

・みなみだいらちょこっとお助け隊（互近助サービスちょこすけ） 

・地域食堂お日様カフェ（第1・3水曜）※市民主催 

・サロンぷらっとカフェ（水・金曜 11時～16時） 

・新）子ども食堂「ぷらっと食堂」（金曜 7時～8時 30分） ほか 

（個人・他団体等主催事業への協力） 

・南平の保健室（4・7・10・1月第4水曜）※包括すずらん主催 

・買い物お助けサービス(A ｺｰｽ第 2・4土曜／B ｺｰｽ第 1・3火曜) 

※A：友遊ケアセンター・B：㈱ラピオン主催 

  ・ななおBONまつり                 ほか 

事業効果・評価 

方向性等 

・ぷらっと南平、ちょこっとお助け隊やぷらっとCaféなど地域の課題（困り

ごと解決・交流）に対して幅広い活動を継続的に実施している。また、本会

と定期的に情報交換をおこなうことにより対応が難しい地域課題を共有し、

他の社会資源と連携して活動できる地域ネットワークづくりを行えている。 

  

事 業 名 日野市生活支援体制整備事業 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 地域支援係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 介護保険サービスにとらわれずに、住民同士が主体的に支え合う仕組みづく

りを検討し、高齢であっても住み慣れた地域で生活できる体制を構築する。



2 

日野市全体の生活支援のコーディネート機能を果たす第1層SC［日野市社会福

祉協議会］と第2層生活支援SC［地域包括支援センター］、高齢福祉課等が連

携し推進する。 

内 容 １．協議体および生活支援コーディネーター（SC） 

実績報告 

１）第 1層 SCによる第1層協議体の運営 

 第1層協議体の開催（２回） 

  <主な協議内容>支えあいの地域づくりに向けたパラダイムシフトと協議

体（法改正に伴い、基調講演等） 

２）生活支援体制整備事業へのアドバイザー配置 

  医療経済研究機構中村一朗氏をアドバイザーとして契約。第 1 層 SC、第

2 層 SC や各会議体の目的や助言などを SC 連絡会等の機会を通じて行っ

た。 

  ・第 1層 SCへの助言・意見交換 （9回） 

  ・第 2層 SC連絡会の参加・講演 （8回） 

３）第 2層 SCとの情報交換・共有の場 

  各包括圏域（ひの・たかはた・とよだ・ひらやま）会議に参加 

  第 2層 SC連絡会（4回） 

 <主な協議内容>生活支援体制整備事業の目的と改正のポイント、会議から 

みる SCの視点、協議体の活用、現状と課題 

 <参加者>第 1・2層 SC・高齢福祉課 

４）住民主体の支え合い活動の市民啓発 

①互近助サービスちょこすけ 団体立上げ状況 

団体数：12団体 

①京王平山困りごとお助けクラブ  ②ちょこっと・ひの助 

③大坂上都営ちょこっとお助け隊  ④南平ちょこっとお助け隊 

⑤高幡台団地自治会互近助おたすけ隊⑥えんこらしょ 

⑦愛隣舎             ⑧ペイ・フォワード 

⑨川北地域コミュニティ協議会困りごとお助け部会 ⑩いちほ会 

⑪グリーンコープ日野ちょこすけ  ⑫百草おたすけ隊 

②市民啓発事業 

  生活支援体制整備事業を広く市民に広めるための講演会を実施（2回） 

  ＜テーマ＞高齢者の困ったを近所で解決 

  ＜参加者＞市民 

５）多職種（専門職）の連携 

理学療法士や作業療法士、管理栄養士、保健師・看護師等及び市内企業の

専門職とフレイル予防（社会参加）を通じた地域づくりを進めた。 

① イオンで体操！イオンで栄養講座＆個別相談会  

（協力）ひのリハビリネットワーク・南多摩地域栄養士協議会日野地域 

    WAFU×TANITA カフェ・イオンモール多摩平の森・ラピオンナース

ステーション・便利やナース・和風会 

② イオンで体操！イオンで栄養講座 

（協力）ひのリハビリテーションネットワーク・南多摩地域栄養士協議 

会日野地域・イオンモール多摩平の森・便利やナース・フレイル 

予防リーダー 

③ イオンでうたおう！イオンでたいそう！ 
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（協力）音楽療法士・歯科衛生士・健康運動指導士・健康運動実践者・ 

フレイル予防リーダー・イオンモール多摩平の森 

６）在宅生活を支えるインフォーマル活動の検討 

高齢者の在宅生活（移動支援）を支えるインフォーマル活動について、関

係機関との調整・連絡等を行うため意見の提言・情報の収集 

① ケアマネ協議会役員との情報交換 

② 英世会リハビリ職との情報交換 

③ 京王電鉄による移動販売車について情報交換 

④ ひのケアマネ協議会主任ケアマネ部会との情報交換および研修講師 

ひのケアマネ協議会研修「地域資源を知ろう」（3/20） 

７）委員会等への出席 

 ①日野市介護保険運営協議会（3回） 

 ②地域ケア会議（5回） 

 ③住宅ストック活用推進協議会（１回） 

 市や包括などの関係会議に出席、意見等の提言・情報収集を行った。 

８）保健師養成機関における実習指導「看護学統合実習（地域保健分野）」 

（実習目的）ハンディキャブや生活支援体制整備事業、フレイル予防事業な

ど高齢者や障害者に関わる地域における医療福祉に関わる活動についての学

習 

養成機関（学校人） 期間 人数 

駒沢女子大学看護学部 
（社協）8/25、9/1、9/2、9/3、9/5 

（包括）8/26～29 
4人 

 

事業効果・評価 

方向性等 

・令和7年度は、医療経済研究機構中村一朗氏をアドバイザーとして招聘し、

生活支援体制整備事業の目的や生活支援コーディネーターの役割について第

三者より助言を得て、関係者と振り返る機会ができた。 

・圏域連絡会を第2層SC連絡会の場として地域課題の共有、意識合わせの機会

とした。その結果第2層SC以外が思う地域課題に関する意見を聞き出すことが

出来た。 

・看護学統合実習における指導（令和6年度～）では、初めに4名の実習生を

を社協で受け入れ、その後2か所の地域包括支援センター（せせらぎ・多摩川

苑）に分け実習指導を行った。地域保健・福祉における社会資源や関係機関

との連携が学べる実習として、駒沢女子大学からは継続的な協力依頼を受け

ている。 

 

事 業 名 介護予防・フレイル予防推進業務 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 地域支援係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 介護予防・フレイル予防推進員を配置し、住民主体の通いの場づくりや介護

予防・フレイル予防活動につながる地域づくりを推進する。 

内 容 １．介護予防・フレイル予防活動の普及啓発 

実績報告 １）介護予防・フレイル予防推進員の配置（2人：社会福祉士、理学療法士） 
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２）介護予防団体等へフレイル予防の啓発活動 

 介護予防団体等へのモニタリングを活用し、フレイル予防等（運動・栄養

・社会参加・口腔ケア）を案内し、地域のフレイル予防活動の普及啓発に努 

めた。 

３）介護予防・フレイル予防活動の実態把握 

 フレイル予防に関し、高齢福祉課と月例の打合せ（計11回） 

４）測定結果に適した運動の場の立ち上げ 

 ①ひのトレ：体力測定会 B 判定者対象の理学療法士考案で、フレイル予防

リーダーが実施するプログラム（5回） 

 ②ひのフィット：体力測定C判定者や地域包括支援センターから推薦され 

た方が対象の理学療法士が指導するプログラム（3回） 

内 容 ２．専門職等の多職種・他機関との連携 

実績報告 

１）理学療法士等の専門職との連携 

 ・はつらつシニア健康チェック 

（4回：ひの・とよだ・たかはた・ひらやま） 

・英世会リハビリ職との打合せ（1回） 

・ひのリハビリテーションネットワークとの打合せ（3回） 

・イオンで体操 

・栄養、歌おうを開催（3回） 

２）地域包括支援センターとの連携 

 ・地域包括支援センター圏域会議に参加し、フレイル予防活動について

説明・情報交換（18回） 

・はつらつシニア健康チェック（体力測定会）やフレイル予防リーダー養

成講座などフレイル予防事業への協力依頼（6回） 

３）フレイル予防推進員研修「市町村介護予防事業担当者向け研修」 

①通いの場実践編      （全 4回：参加2人） 

②通いの場戦略的アプローチ編（全4回：参加1人） 

内 容 ３．体力測定会の実施 

実績報告 

１）はつらつシニア健康チェックの実施 

実施回数：4回 参加者：104人 

圏域 場 所 参加者 

ひの 新町交流センター 18人 

とよだ 多摩平交流センター 23人 

たかはた 湯沢福祉センター 33人 

ひらやま 平山交流センター 30人 

２）高齢者団体に対する体力測定の実施 

シニアクラブ「けやきの会」参加者：15人 

３）測定結果ごとに応じた運動の場における測定 

ひのフィット（1回） 参加者：10人 

ひのトレ  （1回） 参加者： 5人 

事業効果・評価 

方向性等 

・令和7年度よりフレイル予防推進員として理学療法士を1名採用。体力測定

会の結果を分析し、個々への指導や結果に応じた運動の場へつなげる仕組み

書式変更: 両端揃え, インデント : 左  1 字, 最初
の行 :  0 字, 間隔 段落後 :  0 pt, 禁則処理, 日
本語と英字の間隔を自動調整する, 日本語と数字の間
隔を自動調整する
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をつくり、継続的な支援体制を構築することができた。 

・フレイル予防の普及のため、高齢福祉課や地域包括支援センターと連携し

、双方の意見のすり合わせや要望を聞くことができ、事業を遂行するうえで

の企画立案に活かすことができた。 

・地域の専門職やボランティアと協力し、体力測定結果に応じた新たな運動

の場を立ち上げ（ひのフィット・ひのトレ）。体力の維持・向上や、要介護

への進行を防ぐことを目的とした場をつくることができた。 

・当事業については令和7年度末に委託終了となったが、今後も専門職と連携

し、地域におけるフレイル予防活動に努める。 

 

事 業 名 地域介護予防活動支援事業 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 地域支援係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 
高齢者が要介護状態になるのを防ぐため、生活しやすい環境を整え、地域住

民による自主的な介護予防活動を支援・育成し、介護予防やフレイル予防に

つながる地域づくりを推進すること。 

内 容 １．介護予防活動団体への支援（立上げ・継続モニタリング・交流） 

実績報告 

１）地域介護予防活動団体の推移 

年度 登録団体数 ひの筋実施団体 

令和7年度 50団体 36団体 

令和6年度 54団体 41団体 

２）地域介護予防活動団体への各種支援 

 ①活動の継続支援（モニタリング）  計53回実施 

３）広く活動の周知や体操の普及による介護予防推進の支援  

①「ひの健幸貯筋体操」「おうちで、ひの筋（ZOOM）」紹介                    

②登録団体の活動周知（Hi know!にて活動団体紹介） 45団体 

 

４）地域介護予防活動団体交流会 

 地域で介護予防に取り組んでいる団体同士が集まり、情報交換や交流を行

う会を実施（1回）。 

参加：13団体（17人） 

５）ひの筋体操の物品販売実績 

DVD   24枚    ＠400円 

 バンド 3セット ＠2,178円 

内 容 ２．フレイル予防リーダーの確保・育成 

実績報告 

１）フレイル予防リーダーの活動の場・交流会 

 ①体力測定会の運営サポート（4回） 

 ②フォローアップ研修（6回） 

 ③運動の場「ひのトレ」のサポート（5回） 

２）フレイル予防リーダーがつくる通いの場「楽しいひの筋体操」（各会場

月1回） 
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・ひの（12回）  参加者：延べ638人（リーダー103人、一般535人） 

・たかはた（8回）参加者：延べ208人（リーダー 52人、一般156人） 

３）フレイル予防リーダー養成講座 

 フレイル予防の知識や実践方法を学び、地域で支援活動を担う人材を育て

る講座を実施（全4日間）。 

修了者：12人 

（協力）ひのリハビリテーションネットワーク・南多摩地域栄養士協議会日

野地域・地域包括支援センター・フレイル予防リーダー 

内 容 ３．オンライン型「ひの健幸貯筋体操」の実施・継続 

実績報告 

 自宅で介護予防体操ができるよう「おうちでひの筋Zoom」を実施 

回 数 計40回 ※第20弾～第24弾（1シリーズ10回） 

参加者 延べ426人  

配信日 火曜日10：00～11：30 

事業効果・評価 

方向性等 

・フレイル予防リーダーフォローアップ研修として「認知症サポーター養成 

講座」や「体力測定会における測定方法」等を行い、リーダーのスキルアッ 

プや意欲向上を実践的に図ることができた。 

・7月～たかはた圏域で2カ所目の「楽しいひの筋体操」を立ち上げ、リーダ

ーの活躍の場、通いの場に参加できる機会づくりを増やすことができた。 

・地域介護予防活動団体への訪問時に、フレイル予防推進員（理学療法士）

や包括職員も同行する機会をつくり、多職種が連携した継続支援を行うこと

ができた。参加者にとってはフレイルに関する情報を得ることや心配ごとを

質問できる機会となり、フレイル予防の啓発につながった。 

 

事 業 名 障害者および高齢者団体等のバス借上補助 

事業形態 自主事業 

財源内訳 会費、歳末たすけあい配分金 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 
高齢者や障害者等の外出機会の促進、市民活動の活性化を図るため、障害者

団体や高齢者団体等が実施する研修やボランティア活動等で借り上げたバス

費用の一部を補助する。 

内 容 １．助成金申請受付および交付 

実績報告 

障害者団体や高齢者団体等が実施する研修や視察、ボランティア活動等

で、民間バスを借り上げた費用の一部を補助する制度。申請書に基づいた利

用区分に応じ、優遇措置を設定している。 

１）補助内容 

対象団体 補助率 限度額 交付回数 

障害者団体  
補助対象経費の1/2 

上限30,000円 

リフト付きバス利用

の場合上限40,000円 

16回 

高齢者団体  9回 

市内地域団体  補助対象経費の1/4 上限20,000円 1回 
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その他の団体  
リフト付きバス利用

の場合上限30,000円 
0回 

２）補助実績 

年度 合 計 

7年度  26件 788,500円 

6年度  23件 705,000円 
 

内 容 ２．広報周知 

実績報告 本会WEBサイトにて周知。 

事業効果・評価 

方向性等 
・昨年度と比べ、高齢者団体の利用が5件増加し、視察研修などに活用された。 

 

事 業 名 みんなといっしょの運動会（障害者運動会） 

事業形態 主催事業 

財源内訳 寄附金、歳末たすけあい募金配分金 

担当係 ボランティア係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにつくる 

目  的 
ソーシャル・インクルージョンの理念に基づき、だれもが楽しめる場を作る

ことと、この場を通して、様々な団体や個人がつながりを作ることを目的と

する。 

内容 障害者運動会の開催 

実績報告 

参加団体 参加者 163人 

内容：ボッチャ、パン食い競走、綱引き 

ゲスト：吉沢祐輔さん（元電動車椅子サッカー日本代表） 

事業効果・評価 

方向性等 

・元電動車椅子サッカー日本代表の吉沢祐輔氏をゲストに迎え、日常生活の

様子も含めた紹介を行うことで、障害の有無に関わらず一人ひとりの暮らし

や想いに触れる機会となり、相互理解を深める場となった。 

・あまり知られていない電動車椅子サッカーのトップレベルで活躍した当事

者の姿に触れることで、「違い」を受け入れ合いながら共に楽しむ意識が醸

成され、ソーシャル・インクルージョンの理念の共有につながった。 

・今後は、広く市民に周知し、障害の有無に関わらず誰もが参加しやすい運

動会として一般参加者の増加を図るとともに、さらなるつながりの広がりを

目指していく。 

 

事 業 名 日野市居住支援事業に係る住宅相談等業務（あんしん住まいる日野） 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 

住宅確保要配慮者（低額所得者、高齢者、障害者等）を対象とした住宅相談

窓口を設置し、必要となる居住支援サービスの案内と併せて民間賃貸住宅へ

の円滑な入居を支援する。また、相談者のニーズを把握し、入居に至らない

要因の整理や課題解決の方法等の検討、住宅セーフティネット機能の強化を

図る。 
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内 容 １．相談窓口の設置 

実績報告 

相談業務はNPO法人東京オレンヂが担い、下記のとおり実施した。 

１）日時 毎週木曜日 13：00～/14：00～/15：00～/16：00～(各1時間） 

２）場所 日野市役所内会議室等 

３）相談受付実績 ※相談者内訳は重複あり 

年度 相談者数 高齢 障害 低所得、生保 その他 

7年度 132人 62人 21人 29人 50人 

6年度 85人 40人 13人 43人 12人 

 ※その他 ひとり親世帯、DV被害、外国人等 

内 容 ２．関係機関との連携 

実績報告 
１）日野市居住支援協議会 3回 

２）定例会 １回 総会 1回 

内 容 ３．広報・周知 

実績報告 

１）チラシの配架 

２）フードパントリー利用者への案内 

効果・評価 

方向性等 

・定例会では、相談員が気になるケースを日野市関係部署と共有し対応策に

ついて検討した。また他事業も幅広く担っている社協として情報提供を行い

、今後のフォローアップについて等、相談者が日野市で安心して生活し続け

るために何が必要か意見交換を行った。 

・相談者のうち高齢者（65歳以上）の割合が変わらず多く占めている。日野

市役所のセーフティネットコールセンターや生活福祉課（CW）から紹介され

た方が多く、関係機関の中で本相談事業が活用された。 

 

事 業 名 日野市子どもの学習・生活支援事業（ほっとも南平） 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金、利用料 

担当係 地域支援係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 

生活困窮世帯等で家庭環境や社会生活上の課題を抱えた子どもを対象とし、

居場所や学習の支援を通じコミュニケーション能力や学習習慣等の育成を行

うと同時に、高校への進学を目的とした学習支援業務を行い、貧困の連鎖を

食い止め困難を抱えた生活困窮者等の子どもの社会的自立を図る。 

内 容 １．利用者支援および状況把握 

実績報告 

「ほっとも南平」は、生活困窮者自立支援法に基づき日野市が実施する子

どもの学習等支援事業であり、主な学区は七生中学校と平山中学校としてい

る。 

１）職員数 合計 17人（3/31/現在） 
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 管理者（1人）・事務局（2人）・学習支援コーディネーター（1人） 

居場所指導員（1人）・学習・居場所サポーター（8人） 

調理員（2人）・送迎員（2人） 

２）家庭や学校以外の「第三の場所」としての子どもの居場所づくり 

①事業内容 

セーフティネットコールセンターで承認された家庭の子どもを対象とした

支援施設 

 食事：1食300円 

帰り：車による送迎・保護者によるお迎え  

② 開所日時 毎週月・木 16:30～20:00（祝日は休み） 

③ 利用者 

利用者数 内訳 支援 学校 

15人 

小学生   3人 居場所 南平小・平山小 

七生中・平山中 

三中・都立高校 

中学生  7人 学習 

高校生  5人 居場所 

④ 開所日数及び利用者数（延べ人数） 

年度 開所数 利用者数 平均 

7年度 91日 700人 7.69人 

6年度 91日 739人 8.12人 

３）その他 

 休み期間等に日中活動や外出の機会を設け、通常の夜間帯では出来ない体

験を企画した。  

① 誕生月会（5・6・7・8・9・10・3月） 

 ② 多摩動物公園ナイトズー（8/14：6人 

 ③ ハロウィンパーティ（10/30：9人） 

 ④ クリスマス会（12/21：9人） 

 ⑤ 初詣「大國魂神社」（1/6：9人） 

⑥ ランチ＆お出掛け「スポッチャ武蔵村山」（3/30：12人） 

内 容 ２．関係機関との連携・情報共有 

実績報告 

① ほっとも情報交換会（5/23・2/16） 

② 発達教育支援センターエールSSWとの話し合い（随時） 

③ 都立高校自立派遣チームの高校生利用者への紹介ならびに面談立ち合い 

④ 日野市子ども何でも相談相談員との面談（進路相談） 

⑤ 南平地区社会福祉協議会へのイベント企画サポート要請 

⑥ 契約終了に伴うほっとも高幡・日野との連絡・調整 

事業効果・評価 

方向性等 

・登録者の中心が中高生となり、通学時間や部活、アルバイトなどの理由に

より利用者数、時間が減少した。 

・令和 7 年度末の日野市と本会との業務契約終了に伴い、ほっとも南平は閉

鎖となった。利用者ならびに保護者への周知を行い、日野市セーフティネッ

トコールセンターと今後の利用者の居場所について検討し、他のほっともの

紹介や利用等を保護者との面談を通じて行った。 

・ほっとも施設を活用し、南平地区社会福祉協議会により毎週金曜日にぷら

っと食堂（子ども食堂）を通学前に朝食の提供を行った。ほっともの子ども

達をはじめ、学校に行きづらい子どもの外出機会として利用され、今後も継
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続を予定している。 

 

 

事 業 名 視覚障害者への朗読広報作成（情報提供）業務 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 地域支援係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 日野市の情報のデイジー版を作成（録音・編集）し、視覚に障害のある方へ

日常生活に必要な情報の提供を行う。 

内 容 １．朗読（デイジー）版「広報ひの」等の作成 

実績報告 

朗読サークルひのと協働し、視覚に障害ある方へ日野市の情報のデイジー

版を作成（録音・編集）し、自宅へ郵送した。 

１）「広報ひの」（委託元）市長公室 

業務実績 16回（通常12回・臨時2回・ごみ情報誌2回） 

２）「ひの市議会だより」（年4回）（委託元）議会事務局 

業務実績 4回発行 

３）「選挙のお知らせ」（委託元）選挙管理委員会事務局 

業務実績 6回発行（日野市長選挙・市議会補欠選挙・都議会議員選

挙・参議院議員選挙・衆議院議員選挙・市議会議員選挙） 

４）「暮らしの便利帳」（委託元）市長公室 

業務実績 1回発行 

事業効果・評価

方向性等 

・音訳版「広報ひの」・「市議会だより」の定期発行に加えて、「選挙のお

知らせ（計6回）」、「暮らしの便利帳（3年ぶり）」の発行が重なり、作業

スペースやスケジュールの調整を「朗読サークルひの」と丁寧に行い、遅滞

なく作業を完了することができた。 

 

在宅福祉事業 

宅福祉事業 

事 業 名 在宅高齢者ケアサービス事業 

事業形態 補助事業（日野市） 

財源内訳 参加費、利用料、補助金、繰越金 

担当係 在宅サービス係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 

日常生活に支援が必要な在宅高齢者に、市民参加による会員制の家事援助等

の活動や体操、サロン、クラブ活動等の交流事業を実施することで、市民相

互の支え合いの仕組みをつくりながら在宅生活を支援する。 

内 容 １．利用会員（在宅高齢者）の生活支援 

実績報告 
１）活動実績 
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①会員数及びサービス利用者・活動者数 

年度 

利用会員 協力会員 

会員数 
月平均 

利用者数 
会員数 

月平均 

活動者数 

7年度 412人 123人 85人 48人 

6年度 432人 129人 101人 54人 

※月平均は小数点以下四捨五入。 

②利用時間と利用件数（延べ） 

年度 利用時間 利用件数 

7年度 6,347.0時間 4,620件 

6年度 7,141.0時間 4,957件 

③サービス内容 

年度 家事援助 
身の回り

の世話 

外出の 

付き添い 
その他 

7年度 1,574件 110件 166件 268件 

6年度 1,633件 63件 205件 313件 
 

内 容 ２．協力会員（市民の協力者）の活動支援 

実績報告 

１）会員向け講演会の開催 

高齢者理解を深め、支援の質を高めるための講演会を開催した。 

開催日 内容 参加者 

11/6 
腰痛予防のための身体の使い方 

講師：長島佳歩 氏（理学療法士） 
7人 

２）活動実習および協力依頼 

新規協力会員が早い段階で活動経験を積めるよう、活動実習や積極的な協力

依頼を行った。 

３）意見交換会の開催 

 協力会員が日頃の活動の悩みや工夫などを自由に意見交換できる集いの場

を開催した。 

開催日 場所 参加者 

3/25 福祉支援センターたかはた 3人 

3/30 福祉支援センターたまだいら 3人 

４）次年度の意向確認 

 協力会員の活動の現状や今後の希望を把握するため、年度の切替り時には

がきによる意向確認を行った。 

内 容 ３．会員募集の強化 

実績報告 

１）事業説明会の開催 

協力会員を募集するための事業説明会を開催した。 

開催回数：8回（参加者17人） 

 ※ハンディキャブ事業と合同開催 

２）様々な広報媒体の活用 

協力会員の募集にあたり、ひの社協だより、広報ひの、日野市公式LINE、チラ
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シ等様々な媒体を活用して広報を行った。 

内 容 ４．地域での支えあいの仕組みづくり 

実績報告 

１）クラブ活動 

①女性限定麻雀クラブ 活動中 

 毎月第2・4月曜日午後に定期的に集まり、複数の卓で交代しながらの健康

麻雀。 

②将棋クラブ・③英会話クラブ・④料理クラブ 活動休止 

２）おしゃべりサロン 

利用会員と協力会員の会員相互の交流の場としての活動。はつらつ体操終了

後に開催。 

内容 参加者 

栄養講座 12人 

骨盤底筋体操 13人 

包括について 11人 

立春お食事会 18人 

３）はつらつ体操 

毎月１回、楽しく気軽に介護予防になる体操教室（利用・協力会員向け）を

開催。 

講師：木村明美 氏（介護予防指導士） 

開催回数：12回（参加人数166人） 

 

４）バスハイク 

会員間の交流を深めるためのバスハイクを開催した。 

開催日 内容 参加者 

10/20 
・歴史薫る迎賓館とお台場散策の旅 

（迎賓館・お台場方面） 
24人 

5）会報誌「ねっとわーく」の発行 

4月・5月・7月・9月・11月・1月・3月の各月に約500部を会員向けに発行。事

業や地域に関する情報を提供し、協力会員及び利用会員の暮らしや活動の充

実を促した。 

事業効果・評価 

方向性等 

市民相互の支え合いの仕組みによるサービスは一定程度活動しているが、協

力会員が減少しているので今後も新規募集やフォローアップを進めて行く。 

 

事 業 名 移送サービス（日野ハンディキャブ）事業 

事業形態 補助事業（日野市） 

財源内訳 補助金、利用料 

担当係 地域支援係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 

身体的もしくは認知機能を理由に一人で公共交通機関での移動が困難な市内

在住・在宅の高齢者や障害者が気軽に外出できるよう、福祉車両を使い外出

支援を行う。 

収支形態、車両整備等について検討が急務となっており、高齢福祉課・福祉

政策課と関係を密にし、調整を行っていく。 

内 容 １．福祉車両による高齢者や障害者の移動・外出支援 
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実績報告 

１）保有車両 6台（福祉有償専用車両） 

形式 台数 内訳 

1.大型ワゴン車 2台 キャラバン・ハイエース 各 1台 

2.普通車 2台 
セレナ（車いすリフトあり１台） 

バネット（車いす対応スロープ１台） 

3.軽自動車 2台 
フレアワゴン（車いす対応スロープ2台） 

※新規導入  

２）支援実績 

①実績 

年度 利用登録者 利用件数 走行距離 

7年度 202人 1,588件 18,608Km 

6年度 243人 1,949件 22,475Km 

②担当者による訪問 

新規希望者宅を訪問し、事業説明・申請手続きとともに身体状況や配車場 

所の確認を行った。 

〇新規登録者：32人 

内 容 ２．運転協力者の確保（養成） 

実績報告 

①運転協力者数 21人 

②協力者募集  

ひの社協だよりや日野市公式 LINE等を活用し、運転協力者を募集 

③継続的な研修 患者等搬送乗務員再講習：参加者9人 

④運転協力者連絡会（第1火曜日：12回実施） 

⑤在宅高齢者ケアサービスと合同説明会（運転協力者を募集） 

⑥75歳に到達したドライバーの安全運転講習：参加者１人 

内 容 ３．健全・安全を配慮した持続可能な運営体制の再構築 

実績報告 
日野市福祉有償運送運営協議会に出席 

①福祉有償運送運営協議会 

事業効果・評価 

方向性等 

・日野市福祉有償運送事業補助金交付要綱（以下、交付要綱）の改正や物価

高騰による経費の上昇を機に、平成24年4月設定の料金体系を13年ぶりに改

正（令和 7 年 4 月）した。利用件数の一定の減少は見られたが、利用料収入

は増額し、事業の安定・継続性が図られていると感じている。 

・交付要綱の改正に伴い、利用者補助制度がチケット制（1 枚 1,000 円）とな

った。チケット制となり、これまでの利用料から補助額減額し請求する仕組

みと大きくことなるため、混乱も予想されたがこれまでに大きなトラブルは

発生していない。 

・交付要綱の改正により車両リース料も補助対象となったことに伴い、経年

劣化が指摘された軽車両 3 台（初期登録いずれも平成 21～23 年）を、リース

車両 2台に入替を行うことができた。 

・事務所の移転に伴い、運用面での変化を最小限に留める方法を検討してい

るが、現状も継続的な見直しが必要となっている。 

・料金体系の見直しにより、一定の事業収支の改善を図られたと考えている

が、事務所移転に伴い駐車料金などランニングコストが上昇することが必至
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であり、引き続き関係機関と協議を行っていく。 

・事務所移転に伴い、旧事務所に車両を保管、新事務所に書類などを保管す

ることとなり、2拠点での活動となっているが、大きな問題なく活動を続け

られている。 

・ドライバー不足解消、高齢者の社会参加の場の提供の意味合いから、75歳

に到達したが今までの活動歴・事故歴等を考慮し、まだ活動が可能と思われ

る運転協力者に一定の講習を受講してもらうことで、77歳の誕生日の属する

年度末まで活動ができるよう要綱を変更した。 

 

事 業 名 高齢者食事宅配サービス事業 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 在宅サービス係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 
身体状況や疾病等により買い物・調理が困難となった在宅高齢者等を対象に、

栄養管理した昼食弁当を提供、食の確保や健康状態の維持を支援する。また、

配達時は利用者へ直接手渡すことで見守り・安否確認を行う。 

内 容 １．在宅高齢者への栄養管理した昼食および夕食の提供 

実績報告 

令和 7年度より夕食配達の受託を開始した。 

【新規申込者数】 

年度 申込者数（昼食） 申込者数（夕食） 

7年度 54人 42人 

6年度 113人 － 
 

内 容 ２．利用者の見守り・安否確認の実施 

実績報告 

１） 配食事業者（業務委託） 

【昼食（4事業所）】 

①夢ふうせん ②福祉カフェテリア ③ベルハート・エール ④マザアス 

※福祉カフェテリアは令和7年11月末で事業撤退 

【夕食（1事業所）】 

①BeすけっとCook 

２）実績 

年度 
昼食 夕食 

利用者数 配食数 利用者数 配食数 

7年度 2,588人 36,762食 1,494人 22,898食 

6年度 3,867人 57,165食 － － 

３）安否確認 

年度 救急搬送 逝去 その他 

7年度 4件 0件 8件 

6年度 5件 0件 4件 
 

内 容 ３．サービスの見直しに伴う意見交換と周知 
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実績報告 

１）配食事業者情報交換会  

内容 参加団体 

福祉カフェテリアの配食事業撤退と利用者の

引継ぎについて 

・配食事業者5社 

・高齢福祉課 

・子ども家庭支援センター 

２） 福祉カフェテリア利用者への通知および意向調査の実施 

令和７年 11月末をもって福祉カフェテリアが配食事業を撤退するにあたり、

利用者 70名に向けて、撤退の通知と別業者への引継ぎに向けた意向調査を行

った。併せて、市内居宅介護支援事業所および地域包括支援センターにも通知

を送付した。 

事業効果・評価 

方向性等 

・令和 7年度からの利用者負担額の増に伴い利用者数が減少した結果、福祉

カフェテリアの採算が合わず撤退の運びとなった。 

・残る昼食3事業所の利用者数および配食数も減少しており、事業継続に向

けて市と検討を重ねたい。 

 

事 業 名 産後家庭向け配食サービス事業 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 在宅サービス係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 
産後の母親を対象に栄養管理した昼食弁当を提供することで健康を保持し、安

定した新生児の育児支援を目指す。また、配達時は産後の母親の健康状態等の

見守りを行う。 

内 容 １．産後の母親への栄養管理した昼食の提供 

実績報告 

【新規申込者数】 

年度 新規申込者数 

7年度 119件 

6年度 104件 
 

内 容 ２．利用者の見守り・安否確認の実施 

実績報告 

１）配食事業者 4事業所（業務委託） 

①夢ふうせん ②福祉カフェテリア ③ベルハート・エール ④マザアス 

※福祉カフェテリアは令和7年11月末で事業撤退 

２）実績 

年度 
延べ 

利用者数 
配食数 

安否確認 

対応件数 

7年度 285人 2702食 0件 

6年度 198人 1,668食 0件  
 

内 容 ３．安定したサービス体制の確保 

実績報告 １）情報交換会  

高齢者食事宅配サービス事業の情報交換と併せて実施した。 
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２）産前産後弁当宅配事業者交流会 

埼玉県狭山市の市民団体「こそだて支援comono」が企画する事業者交流会に

オンラインで参加した。 

内容 参加団体 

・産前産後弁当宅配

事業の現状について 

こそだて支援 comono／狭山市総合子育て支援セ

ンター／狭山市保健センター／柴沼晃 氏（東

京大学大学院医学系研究科国際地域保健学教室

講師）／東川町保健福祉課（北海道）／日野市

子ども家庭支援センター 
 

事業効果・評価 

方向性等 

・「コロナ禍の産後家庭の孤立対策」という当初の役割を果たしたため、令

和 8年3月31日の電話受付をもって新規受付を終了し、令和8年 12月 31日

付で事業を終了することが決定された。 

・事業終了まで滞りなく昼食配達および安否確認を継続していきたい。 

 

事 業 名 車いす貸出事業 

事業形態 自主事業 

財源内訳 利用料 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 高齢、障害、怪我等で歩行が困難な方に短期間の車いすの貸出を行う。 

内 容 利用状況の把握、在庫管理 

実績報告 貸出実績 188件（6年度 212件） 

事業効果・評価 

方向性等 

・6ヶ月以上の長期間に亘って利用されている方へ案内を送付し、生活に支

障が出ないよう他制度利用等も説明しながら返却を促した。 

 

事 業 名 コミュニケーション支援事業 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 

聴覚障害者の情報保障やコミュニケーションの円滑化を図り、社会参加の機

会向上のため、手話通訳者等を派遣する。 

聴覚障害者が地域で安心して暮らせるよう相談を受け、関係機関と連携して

支援する。 

内 容 １．利用者支援 

実績報告 

聴覚障害者に対して手話通訳者・要約筆記者を派遣し、当該聴覚障害者の

日常生活を支援。 

１）手話通訳実績 （ ）内は東京手話通訳等派遣センターによるもの 

年度 利用者数 利用件数 派遣人数 

7年度 73人 437件（64件） 484人（97人） 

6年度 72人 449件（82件） 531人（94人） 
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遠隔手話通訳 

年度 利用者数 利用件数 

7年度 1人 10件 

6年度 1人 6件 

２）要約筆記実績  

年度 利用者数 利用件数 

7年度  4人 32件 

6年度 5人 38件 
 

内 容 ２．手話通訳者の確保・定着 

実績報告 登録手話通訳者数 20人 

内 容 ３．手話通訳者の資質向上 

実績報告 

１）新人研修 

新たに手話通訳者となった者や経験歴の浅い者を対象とした技術を磨くた

めの研修を、日野市聴覚障害者協会及び日野市登録手話通訳者の会の協力を

得て実施した。 

①打合せ（1回） 

②内容 

内容 実施回数 

座学 「コミュニケーション支援事業の概要」、「手話

通訳者の心構え」、「日野市内の障害（児）者の施設に

ついて」など 

講師 東京手話通訳等派遣センター、日野市聴覚障害者

協会など 

5回 

現場実習 第28回ひの新選組まつり会場、手話講習会開

講式 
2回 

２）スキルアップ研修 

経験年数に関係なく日野市登録手話通訳者を対象とした研修を、日野市聴

覚障害者協会及び日野市登録手話通訳者の会の協力を得て年度内に3回実施す

る。 

研修内容 参加人数 

【テーマ】①誤訳しやすい手話を知る②ろう者が本当に

言いたいことを正しく掴む力を身につける 

【講 師】NPO法人手話教師センター 南田政浩 氏 

17人 

【テーマ】読み取りに必要な力 

～通訳の質を高めるために～ 

【講 師】東京手話通訳等派遣センター 河野 光子 氏 

15人 

【テーマ】聞き取り通訳 ～市議会を教材にして～ 

【講 師】東京手話通訳等派遣センター 渡邊 早苗 氏 
14人 

 

内 容 ４．関係機関との連携     

実績報告 
①意思疎通支援に関する運営委員会（2回） 

②日野市登録手話通訳者の会の定例会へ出席 （1回） 

事業効果・評価 

方向性等 

・手話通訳者派遣実績は、ほぼ昨年度同様となった。 

・要約筆記、遠隔手話通訳の利用者数が昨年度と同様なことから利用する方
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が安定してきている。しかし、「サービスを知らなかった」という声もあ

り、広く利用してもらう為にも引き続き広報手段等、周知の方法を検討して

いく必要がある。 

・スキルアップ研修（手話通訳者研修）は昨年に引き続き、研修の企画・実

施にあたっては、日野市聴覚障害者協会、日野市登録手話通訳者の会の協力

の下、連携して行った。 

 

事 業 名 ウクライナ避難者支援 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 在宅サービス係・権利擁護係・地域支援係・ボランティア係・総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 ロシアによる軍事侵攻により、ウクライナからの避難を余儀なくされた方達

の市内における生活を支援すること。 

内 容 1．相談支援 

実績報告 

訪問支援以外において、ウクライナ避難者からの相談を電話、メール等で対

応する。また、必要に応じて、民間サービスや行政サービスとのコーディネー

トを行う。 

利用件数：27件（6年度27件） 

事業効果・評価 

方向性等 

・避難者 3人のうち、1人は一時帰国した。残りの2人も、周りのサポート

を得ながら安定した暮らしをしていた。 

・避難者からけがをした際にその症状の対処について週末に連絡が入った。一

人暮らしの利用者にとって、生活状況を把握している相談先の必要性を実感し

た。 

・令和７年度をもって本事業は受託終了となり、市として事業自体も終了との

こと。避難者3人は三者三様の暮らしをされているが、地域で暮らしていく上

での支えの一部を担えたと思う。今後の生活上の相談窓口は、市が担っていく

こととなった。 

 

ボランティア活動推進事業 

事 業 名 日野市ボランティア・センタ－ 

事業形態 自主事業 

財源内訳 参加費、手数料、寄附金、歳末たすけあい募金配分金、繰入金 

担当係 ボランティア係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにつくる 

目  的 

市民ボランティアや市民活動団体の活動の支援を行うこと。 

市民からの相談を受け、解決まで支援を行うこと。 

それぞれの個人や団体の多様性を力にし、支え合える環境を作ることを目的と

する。 

内容 １．ボランティア相談・コーディネート 
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実績報告 

１）ボランティアコーディネート 

ボランティア活動をやりたい人と、ボランティアに手伝ってほしい個人や

団体をマッチングする「ボランティアコーディネート」を行った。 

① ボランティア登録者・活動者数 

年度 
個人 団体 

登録者 活動者 登録団体 活動団体 

7年度  554人 延べ165人 91団体 延べ38団体 

6年度 428人 延べ123人 95団体 延べ37団体 

※活動者に昨年度から継続的に活動している人数は含まない。 

（新規活動数） 

②コーディネート結果 

年度 ニード受付 成立 

7年度 176件 100件 

6年度 107件 82件 

２）窓口相談業務 

 ボランティア窓口相談員にボランティアコーディネーター業務のサポート

を行ってもらった。月 1回、窓口相談員連絡会を開催した。 

３） ボランティア交流会開催 

東京光の家の光バンドを招き、登録ボランティア含め、ボランティアに関

心のある方に向けて交流会を開催した。 

４）多様で複雑な課題を抱える方への相談対応 

不登校・引きこもり・精神疾患・低所得等多様で複雑な課題を抱える方か

らの連絡に対し、電話や訪問での相談対応や他機関への紹介を行った。 

５）誰でもすぐに参加できるボランティア活動（すぐボラ） 

①使用済み切手、ペットボトルキャップの収集 

協力件数 延べ 192件 

②軽作業ボランティア 

・不登校や引きこもりなどの課題を抱える方が安心して参加できるよ

う、本人に配慮したプログラムを提案・実施した。 

また、以下の学校と連携した活動を行った： 

・日野第一中学校・大坂上中学校ボランティア部の生徒が毎週木曜日に1

時間程度、フードパントリーの仕分けなどのボランティア活動を実施。 

・東京都立七生特別支援学校高等部生徒の実習を受け入れ。フードパン

トリーの仕分け、封入作業、車椅子清掃など。 

６）ボランティア保険取扱事業 

①東京都社会福祉協議会「ボランティア保険」加入取扱 

年度 団体件数及び人数 個人人数 

7年度 99件 1704人 321人 

② 東京都社会福祉協議会「行事保険」加入取扱 

年度 件数 加入人数 

7年度 133件 7,539人 
 

内容 ２．多様なネットワークの構築 

実績報告 １）市民活動団体との連携 
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①まちづくり市民フェア2025実行委員企画の参画 

  昨年から通常開催を再開し、好評だったハンドメイドショップやフリー

マーケットを継続開催。多くの市民が参加できる企画となった。 

・実行委員会の参加（11回） 

 ・まちづくり市民フェア2025へ参加 

②東京日野ロータリークラブ、東京飛火野ロータリークラブの主催するフ

ードドライブ活動へ下記のように協力した。 

会場 内容 寄付量 

イオンモール多摩平の森 フードドライブ 341㎏ 

２）大学との連携強化 

①国際ボランティア学生協会（IVUSA）との協定に基づいた活動 

令和3年3月に協定を締結。月に１度定例会を開催（9回） 

②東京都立大学スポーツボランティアプログラムへの講師派遣（2回） 

③ 明星大学人文学部ゲストスピーカー派遣（1回） 

④東京都立大学都市政策科学科ゲストスピーカー派遣（1回） 

３）他団体との連携強化 

①NPO法人フードバンクTAMAとの連携 

社会福祉協議会と協働しているフードパントリー事業の箱詰め作業等 

のボランティア派遣調整及び作業の支援を行った。 

（配布実績は、組織運営事業で報告） 

②緊急米支援事業 

令和7年8～9月に就学援助支援制度を利用する世帯への緊急米配布を行っ  

 た日野事務所・高幡事務所の2拠点で計34袋を配布した。 

③日野市セーフティネットコールセンター事業との連携 

セーフティネットコールセンター就労支援準備事業と連携し、利用者 

がフードパントリー事業の箱詰め作業やボランティアセンターの軽作業 

等を行った。 

④南多摩ブロックボランティア担当者会議 

南多摩ブロック社会福祉協議会（日野市、八王子市、町田市、多摩市 

稲城市）及び東京ボランティア・市民活動センターのボランティア担当 

者が集い、下記内容について話合いや事業実施を行った。（3回） 

内容 

担当者間で稲城市での防災街歩きを実施 

夏の体験ボランティア事業について情報交換 

クラウドサービス導入について情報交換 

⑤ご近所会議 

中央公民館、ひの児童館、日野図書館と情報共有や地域連携を目的に定

期的に開催（6回）   

⑥八王子市ボランティアセンター窓口相談員との交流会 

 八王子市ボランティアセンターの窓口相談員との交流会を実施し、相談

対応の工夫や運営体制について、活動の課題及び対応方法を共有した。 

内容 ３．ボランティア情報の発信 

実績報告 
１）情報紙「ボランティア・インフォメーション」を毎月3,500部発行 

掲載内容：①ボランティア募集情報 ②市内のイベント・講座情報 

     ③市民活動団体の紹介 等 
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配 布 先：ボランティア登録者、公共施設、福祉施設、 

図書館、飲食店、スーパー 等 

  配布方法：配布ボランティアによる戸別配布、郵送、交換便 

２）SNS（公式LINE 、Facebook、X（旧Twitter）、instagram）の運営 

イベント開催時・フードドライブ品の寄付報告等を投稿している。 

年度 公式LINE Facebook X（旧Twitter） Instagram(新規) 

7年度下半期 885人 778人 377人 86人 

7年度上半期 818人 767人 368人 66人 
 

内容 ４．福祉体験講座 

実績報告 

福祉や障害について理解を深めるため、当事者や福祉施設職員、ボランテ

ィアが協力し、講演や体験を通じた学習講座を実施した。 

【実施校】 

第一小学校・豊田小学校・潤徳小学校・東光寺小学校・南平小学校 

夢が丘小学校・七生緑小学校・七生中学校の合計8校に対して 

福祉体験講座を実施。 

【内容】 

当事者の講話・車椅子体験・ブラインドウォーク体験・手話体験等 

内容 ５．傾聴ボランティアの養成・活動支援 

実績報告 

傾聴ボランティア養成講座の修了者を対象に、傾聴ボランティア同士の横

の連携や、多面的な活動を展開していくことを目指し支援を行った。 

１）情報交換会 

傾聴ボランティア同士の交流やスキルアップのため、奇数月の第3金曜日に

情報交換会を開催（6回） 

２）居場所活動運営の支援 

 ひきこもりの方や生きづらさを感じる方のための居場所「ドレミの部屋」

と、認知症の方とその家族、地域の高齢者のための居場所「茶屋よりそい」

を支援した。 

 【開催日】 

⓵ドレミの部屋 第 2・4月曜日 14：00～16：00（祝日休み） 

 ②茶屋よりそい 第1・3月曜日14：00～16：00（祝日休み） 

※令和8年度から福祉支援センター多摩平でも開催予定 

３）傾聴ボランティア養成講座 

 傾聴ボランティアの育成を目的に、養成講座を開催した。講座では、傾聴の

基本的な考え方や技術を学ぶとともに、実践を通して相手に寄り添う関わり方

について理解を深めた。 

内容 ６．夏の体験ボランティア 

実績報告 

１）夏の体験ボランティア2025 

夏休み期間に福祉施設やボランティア・NPO団体でボランティア活動を体験

できる毎年恒例のイベント。 

【実施期間】7/19（土）～8/31（日） 

【参加団体】57団体 
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 【プログラム数】63種類 

 【活動者数】383人 

 【事前説明会】 

内容 参加人数 

明星大学にて大学生へ向けた説明会を実施 

(八王子市、多摩市、立川市社会福祉協議会との合同

開催) 

約 20人 

実践女子大学の授業の1コマで夏ボラの説明会実施 約 70人 

説明会（YouTube開催） 1642回 

【ボランティアセンター主催プログラム】 

内容 参加人数 

ウクレレ教室 5回 延べ 22人 

せせらぎ農園 3回 延べ6人 

手話体験 1回 15人 

中央図書館（点字体験） 2回 延べ 10人 

ハンドベル体験 2回 延べ 10人 

みんなでベイブレード 3回 延べ9人 

特別企画「施設を彩る折り紙作品」を贈ろう 随時活動のため未集計 

２）夏の大学生ボランティアプログラム inイオンモール 

大学生を対象にボランティアの機会の提供と夏休み期間中の子ども（主に

小学生）のボランティア体験の場の提供をした。 

開催日 内容 参加者 

8/20-8/24 

プラバンアクセサリーづくり 

万華鏡づくり 
20人 

牛乳パックでつくる防災ホイッスル

づくり 
23人 

MY筆談ボードづくり 22人 

キラキラつるし飾りづくり 32人 

防災金魚釣りと紙食器づくり 35人 

8/12-8/22 
東京都立大学いきものサークル 

不思議な昆⾍の展⽰会 

随時活動の

ため未集計 
 

内容 ７．まちづくり人プロジェクト委員会の運営 

実績報告 

ボランティア・市民活動を推進する事により、市民の一人ひとりが、くら

しや生活の課題を自分事として考え行動し、共に豊かな地域社会を築くこと

を目的とした委員会。（平成30年度設立） 

１）委員会の開催（4回） 

２）ヒューマンライブラリーの開催（1回） 

委員会目標である「多様性は力になる地域づくり」の実践の場として、ヒ

ューマンライブラリー（人を本に見立てて貸し出す図書館）を開催した。 

内容 ８．スマートフォンボランティア活動支援 

実績報告 １）スマホお助け隊養成講座の協力 

 中央公民館が主催する「スマホお助け隊養成講座」について、実施回数が



23 

減少したことから講座内容の見直しを図り開催まで協力した。(3回) 

内容 開催場所 参加者数 

・スマホの基本 

・分かりやすい伝え方 

平山交流センター 3人 

多摩平交流センター 8人 

福祉支援センターたかはた 6人 

２）スマホお助け隊コーディネート事業 

 地域支援係や中央公民館からのボランティア募集の要請を受け、スマホお

助け隊との連絡調整を行った。 

内訳 要請件数 

地域主催のスマホ講座 147回 

スマホ個別相談会 47回 

スマホサロンぽちぽち 12回 

３）スマホ個別相談会の開催 

スマホお助け隊の活躍の場として、高齢者を対象としたスマートフォンの

お悩み相談会を、市内4か所の会場で定期的に開催した。 

実績 

開催場所 開催数 参加者総数 協力者総数 

中央福祉センター 12回 48人 63人 

多摩平交流センター 11回 98人 101人 

福祉支援センター 12回 115人 115人 

平山交流センター 12回 67人 70人 

４）スマホサロンぽちぽちの開催 

スマホ超初心者向けのスマホ教室の開催、講師はスマホお助け隊を中心に

実施。 

内容 開催回数 参加者 

・スマホ機種について 

・電話の掛け方 

・QRコードの読み込み方 

・カメラの使い方 

・物の調べ方 

・グーグルレンズの使い方 

12回 
各回 

2～4人 

 

事業効果・評価 

方向性等 

・本事業は、市民ボランティアや市民活動団体の支援および相談対応を通じ

て、支え合いの地域づくりを推進することを目的として実施した。 

・本年度は、ボランティアコーディネート件数および登録者の増加により、

市民の参加機会が着実に拡大した。特に学校との連携や若者の参加が進み、

次世代の担い手育成に一定の成果が見られた。また、不登校やひきこもり等

の課題を抱える方に対して、活動機会の提供を通じた社会参加支援を行い、

支援の裾野を広げることができた。 

・さらに、市民活動団体や大学、企業との連携により、多様なネットワーク

が形成され、地域課題への対応力が向上した。情報発信や福祉教育の取り組

みを通じて、市民の理解促進と行動変容のきっかけづくりにもつながってい

る。 

・一方で、担い手の確保や活動の継続参加へのつなぎ、複雑化する相談への
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対応体制には課題が残っている。 

・今後は、参加しやすい仕組みづくりと情報発信の強化を進めるとともに、

単発の参加を継続的な関わりへと発展させる。また、関係機関との連携を一

層強化し、地域全体で支え合う基盤の構築を図っていく。 

 

事 業 名 フードパントリー事業 

事業形態 受託事業（フードバンクTAMA） 

財源内訳 受託金 

担当係 ボランティア係 

地域福祉活動計

画における視点 

ともにみまもる 

目  的 
フードパントリー事業は、フードバンクTAMAと協力し、生活に困っている家

庭の食を支え、相談や支援につながる関係づくりを目的に実施。 

内容 １．生活困窮者への食品配布  

実績報告 

生活困窮家庭の安心を守る取り組みです。事業では、無償の食品配布を中

心に、日野市内社会福祉法人ネットワークの協力のもと配布を行っている。 

１）配布場所 

 市内社会福祉施設10か所 

２）提供人数 

7年度 延べ 2,414人 

6年度 延べ 2,116人 
 

事業効果・評価 

方向性等 

・フードパントリー事業は、物価高騰で困窮する家庭の大きな支えとなり、

利用者からは感謝の声が多い。また、就労準備支援との連携も進んでいる。 

・7年度の提供人数も延べ2,414人と、昨年度以上の需要を実感する一方で、食

料配布だけでは課題解決が難しく、伴走支援の必要性や、食品供給量の限界

といった課題もある。 

・引き続き食品提供を相談につなげる場として活用し、必要な家庭への伴走

支援について検討するとともに地域や企業と連携し、事業の継続に向けた体

制づくりを進める。 

 

事 業 名 防災・減災をテーマにした地域づくり 

事業形態 自主事業・受託事業（日野市） 

財源内訳 参加費、手数料、寄附金、歳末たすけあい募金配分金、繰入金、受託金 

担当係 ボランティア係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにつくる 

目  的 
「災害に強いまち＝地域のつながりが強いまち」をテーマに市民と関係機関

と共に防災・減災活動に取組むことを目的とする。 

内容 １．日野市民でつくる防災・減災シンポジウム 

実績報告 
１）実行委員会の開催 

市民有志とみんなでつくる日野の防災プロジェクト委員との実行委員会を

開催した。場所：中央福祉センター 
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①意見交換会（1回） 

②実行委員会（7回） 

２）「日野市民でつくる防災・減災シンポジウム」 

内容 参加者 

あなたを守る避難所を知るファーストステップ 33人 

事業継続・福祉避難所運営ゲームSgSE（スグセ）をしよう 28人 

備えよう！～使ってみよう、体験しよう～ 17人 

教えて！あなたのコトⅡ ～要配慮者が知ってほしいこと～ 26人 
 

内容 ２．災害ボランティアセンター立ち上げ訓練  

実績報告 

・近年の大規模災害を踏まえ、福祉施設における災害対応力の向上と関係機

関との連携強化を目的に、「施設が孤立しないための災害連携訓練」を開催

した。 

・当日は、熊本地震において福祉支援の最前線で活動された講師より、実体

験に基づく講話を通して、災害時における施設運営の課題や支援のあり方に

ついて学んだ。 

・また、机上シミュレーションでは、発災時に想定される課題を参加者同士

で共有し、社会福祉法人、D W A T
ディーワット

（災害派遣福祉チーム）、災害ボランティ

アセンターとの連携について考える機会となった。 

・本研修を通して施設単独での対応には限界があることを再認識するととも

に、平時からの連携体制構築の必要性について理解を深める機会となった。 

内容 ３．地域の防災・減災活動の支援 

実績報告 

自治会・自主防災組織等が行う地域の防災訓練や、学校等教育機関が行う

防災教育の支援を行うことで、地域で暮らす市民同士の連携を深め、次代を

担う子どもたちに知識を得てもらうことにより、災害に強い地域づくりを目

指す。 

１）つくしんぼ保育園 防災訓練（イザ！カエルキャラバン！）の実施支援

（1回） 

２）小中学校・高等学校での防災授業の企画実施支援  

内容 主催 

イザ！カエルキャラバン！ 日野一小ダンディKai 

災害ってなんだろう 

台風19号で起きたこと（防災安全課） 

仲田小学校 

四年生 

災害ってなんだろう 
台風19号で避難所運営をした方からのお話 日野第七小学校 

六年生 

 

日野第三小学校 

五年生 

イザ！カエルキャラバン！プログラム 

災害図上訓練DIG（ﾃﾞｨｸﾞ） 

避難所運営ゲームHUG（ﾊｸﾞ）実施 

避難所運営訓練 

東日本大震災での被災経験について 
日野台高校 

南平高校 

東日本大震災・能登半島地震の被害と被

災者支援について 

日野第七小学校 

日野第四中学校 

書式を変更: フォント : 12 pt, フォントの色 : 自
動, カーニング開始 11 pt
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東光寺小学校 

日野第一小学校 

３）地域自主防災会運営支援等業務（市委託事業） 

・地域住民が中心となって避難所運営マニュアルを作成し、市民同士の連

携を深める防災会の支援を行った。 

夢が丘小地域自主防災会（3回） 

四小地域自主防災会（3回） 

豊田小地域自主防災会（3回） 

滝合小地域自主防災会（3回） 

五小地域自主防災会（3回） 

潤徳小地域自主防災会（3回） 

平山小地域自主防災会（1回） 

七生緑小地域自主防災会（1回） 

旭が丘小地域防災会立上げ準備（1回） 

 

・日野市内社会福祉法人ネットワークやDWAT隊との連携訓練を行った。 

内容 参加者 

施設が孤立しないための災害連携訓練 日野市内社会福祉法人ネット

ワーク、DWAT隊、日野市社会

福祉協議会職員 

４）地域自主防災会運営支援 

市内の各種機関等への防災訓練等を実施した。 

内容 主催 

災害から命を守るために 日野市地域包括支援センターかわきた 

災害に備えてできること 日野市地域包括支援センターあいりん 

災害から命を守るために 日野市地域包括支援センターすずらん 
 

事業効果・評価 

方向性等 

・「日野市民でつくる防災・減災シンポジウム」では、日野市内社会福祉法

人ネットワークと協働し、熊本地震で福祉避難所を運営したリデルライトホ

ーム木村氏を講師に迎え、災害時の福祉的視点を学ぶ機会を提供した。 

 また、日野保育園を会場に実践的な分科会を行い、地域福祉と防災の連携

強化につながった。 

・地域包括支援センターとの連携により、見守り推進員向けの防災講話が複

数地区で実施され、高齢者支援と防災の一体的な取り組みに寄与した。 

・小中学校での防災授業や地域防災会との協働を通して、世代を超えた学び

と協働の場が広がった。特に、日野第七小学校では児童が中心となって地域

住民と協働するなど、防災教育の新たな形が見られた。 

 

事 業 名 日野市介護サポーター制度 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 ボランティア係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 
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目  的 

日野市内在住の65歳以上の方を対象に、介護保険施設等でのボランティア活

動を通じ、介護予防についての理解を深めていただくこと、積極的な社会参

加や地域貢献を行うことにより、いつまでも元気な高齢者を目指していただ

くことを目的とする。 

内容 １．介護サポーター制度の運営・相談支援 

実績報告 

日野市在住の65歳以上の方を対象に、介護保険施設等で市民として利用者

に関わる活動を通じて介護予防についての理解を深めるとともに、積極的な

社会参加や地域貢献を行うことによりいつまでも元気な高齢者を目指して実

施した。 

１）内容 

① 介護サポーター制度の説明及び登録手続きを行う。 

② 登録者の希望に応じて、適切な活動先を紹介する。 

③ 介護サポーター制度の周知を目的とした広報活動を行う。 

④ 介護サポーター制度に関する説明会を開催する。 

⑤ 介護サポーター制度の事務管理を行う。 

（登録者情報の管理、スタンプ帳の交付、交付金の請求手続き等） 

⑥ 介護サポーター向け講座・研修会等を開催し、 

登録者の介護予防とボランティア活動のスキルアップを図る。 

２）人数 

年度 
延べ登録

者数 

新規登録

者数 

登録取消

者数 

累計登録

者数 

7年度 319人 39人 39人 764人 

6年度 363人 27人 21人 723人 

 ※令和 6年度の登録取消未処理分44件が令和7年度に計上されています。 

内容 ２．ボランティア活動対象施設の管理・連絡調整 

実績報告 

本制度登録施設及び登録を希望する施設との連絡調整を適宜行った。 

年度 登録施設数 

7年度 66施設 

6年度  64施設 
 

事業効果・評価 

方向性等 

・介護予防の理解促進と社会参加の機会提供において一定の効果を上げてお

り、安定的に制度が運用されている 

・登録者数は増加傾向にあるが、制度開始頃から活動している方々が年齢や

体調を理由に活動を終了する傾向が強まってきている。 

・対象施設職員も含め広く市民に制度を周知し、活動の定着まで支援してい

くことが今後も重要になると考えられる。 

 

事 業 名 日野市生涯学習支援システムポータルサイト｢Hi Know!(ひのぅ)｣ 

事業形態 補助事業（日野市） 

財源内訳 補助金 

担当係 ボランティア係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 市内のイベント、団体・サークル活動等を紹介するポータルサイトを展開し

コメントの追加 [T1]: 介護サポーター制度の7年度人数を修正

致しました。延べ登録者の大幅な減少については、６年度末に

処理すべき登録廃止届出書を、事務の滞りにより令和７年度内

に処理をしたことが原因です。 

44人分の滞りが確認されています 
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“新たな発見"“人との出会い”“地域とのつながり”“夢の実現"等のきっ

かけづくりのため、様々な団体・グループ等とともに市民目線で情報発信を

行ことを目的とする。 

内容 １．ポータルサイト「Hi Know!」の運営  

実績報告 

「Hi Know!」は、社会貢献活動として富士通研究所㈱が開発した「日野市を社

会参加しやすいまちにすること」を目的に実施するWEBサイト。日野市ボラン

ティア・センターが日野市や関係事業者と連携し事務局を担当し、平成27年

度から日野市の補助事業となる。 

１）「Hi Know!」閲覧数（令和7年10月1日～令和8年3月31日） 

  アクセス数 22,796回 ページビュー（閲覧数）56,513回 

２）登録団体数 307団体（令和7年度新規登録団体 18団体） 

３）登録講師数 49人（令和7年度新規登録講師 0人） 

４）子どもの居場所マップ 

 登録団体20団体 活動個所30か所 総閲覧数57,126回 

５）広報活動 

・公民館・・・・・・・登録団体への周知 

・生涯学習課・・・・・サークル団体・施設ガイド団体への周知 

・ボランティア○i インフォメーション（毎月掲載）3,500部 

事業効果・評価 

方向性等 

・ボランティア協力者の支援により「子ども食堂カレンダー」の内容が充実

し、日々の開催情報やボランティア募集が迅速に反映されるようになったこ

とで、市民が参加しやすい環境づくりに貢献した。 

・「Hi Know!」を通じて団体に関心をを持った市民からの問い合わせも多く、

活動団体と市民をつなぐサイトとして機能している実感も得られている。 

 

事 業 名 福祉教育ハートフルプロジェクト 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 ボランティア係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 

日野市独自の福祉教材（ハートフルブック）を活用した福祉体験や障害当事

者等との交流を通じて、子どもたち一人一人が、多様性や違いを考えるきっ

かけ作りを行うことで、障害差別や偏見をなくし、お互いを認め合える育ち

を促すことを目的とする。 

内容 福祉教育ハートフルプロジェクト事業の運営  

実績報告 

１）福祉教育ハートフルプロジェクトの実施 

令和2年4月施行の日野市障害者差別解消推進条例を踏まえ、小学生向け福

祉教育を実施。第4次日野市学校教育基本構想に基づき、市民の「気づき」

「意識変化」「行動」を促進。 

２）パートナー校（全7校） 

第三小、第五小、第六小、第七小、旭が丘小、滝合小、平山小で実施。 

【実施内容】スタートアップ授業、当事者講話、車椅子・ブラインドウォー
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ク・手話体験、点字体験など。 

３）障害者週間イベントでの発表 

 ハートフルプロジェクトのパートナー校である日野第六小学校の有志児童

が、東京光の家での活動とハートフルプロジェクトの学習発表を行った。 

４）ハートフルプロジェクト講演会（1回） 

「みんなが幸せに生きられる社会」について考える機会を創出した。 

主なプログラム 

①日野第六小学校児童による東京光の家との交流を通じた実践発表 

②高校生による Being Thinking Tour福祉施設での体験を通じた学びの共有 

③お笑い芸人「爆走マシン」によるネタ披露およびトーク 

④デフサッカー日本代表 名村選手による講演 

⑤トークセッション 「みんなが幸せになる社会とは」 

事業効果・評価 

方向性等 

・今年度からパートナー校が2校増加し、計7校で実施することで、地域全体

における福祉教育の裾野が大きく広がった。 

・障害当事者や支援者、地域ボランティアと連携した授業を通して、子ども

たち一人一人が多様性や違いについて主体的に考える機会が増え、「自分と

は違う他者」を理解しようとする姿勢が育まれた。 

・ハートフルプロジェクトの講演会では多様な立場から「みんなが幸せに生

きられる社会」を考える機会となり、参加者の気づきや意識の変化につなが

った。 

 

助成事業 

事 業 名 歳末たすけあい地域福祉活動助成 

事業形態 歳末たすけあい募金配分金事業 

財源内訳 歳末たすけあい配分金 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにつくる 

目  的 歳末たすけあい募金を原資とした助成金を、障害者団体や当事者団体等に交

付し、地域福祉活動の推進を図る。 

内 容 助成対象団体への助成 

実績報告 

助成金決定・交付 

 申請団体に対し、助成金の決定及び交付 

8年度（7年度申請） 18団体 1,050,000円 

7年度（6年度申請） 18団体 1,050,000円 
 

事業効果・評価 

方向性等 

・新規団体からの申請も見られたことから、本助成金制度の認知が徐々に広

がっていると考えられる。今後は、より多様な団体に活用してもらえるよ

う、周知方法や広報手段の見直し・強化を図り、制度のさらなる普及に努め

ていく必要がある。 

 

事 業 名 地域支え合い福祉活動助成 

事業形態 自主事業 

コメントの追加 [H2]: ボランティア係へ 

このように修正してもいいでしょうか。 
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財源内訳 会費、歳末たすけあい募金小地域福祉活動費 

担当係 地域支援係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにつくる 

目  的 
地域で当事者や住民同士の仲間づくり、情報交換といった居場所づくりを行

っている地域交流サロン等の非営利団体等に、会費を原資とした助成金を交

付し、住民主体の地域福祉活動の活性化を図る。 

内 容 地域支え合い活動団体への助成 

実績報告 

１）助成金決定・交付 

 申請団体に対し、助成金の決定及び交付 

7年度 37団体 968,000円 

6年度 34団体 890,000円 
 

内 容 ２．地区社協助成 

実績報告 ぷらっと  150,000円 

事業効果・評価 

方向性等 

・予算を上回る申請があり、団体の総事業費と繰越金の比率などを考慮し、 

助成額を決定した。 

・毎年、予算を上回る応募があり、またサロンの活動形態が多様化してお 

り、対象団体や事業について検討が必要となっている。 

・原資となる会費収入の落ち込みや助成団体の余剰金等を考察し、他の助成 

金のあり方なども含めて検討を進める。 

 

生活福祉資金貸付事業 

事 業 名 生活福祉資金貸付事業 

事業形態 受託事業（東京都社会福祉協議会） 

財源内訳 受託金 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 

低所得世帯、障害者世帯、高齢者世帯に対し、その世帯の生活の安定と経済

的自立を図ることを目的に、必要な相談援助と資金の貸付を行う。 

日野市や民生委員等の関係機関と連携しながら制度の周知を図るとともに、

きめ細やかな相談事業を実施し利用者との信頼関係を築く。 

償還完了までの支援が継続できるよう関係機関と連携していく。 

内 容 １．相談支援 

実績報告 

１）相談実績 （電話・来所・郵送） 

 ※生活福祉資金、教育支援資金等と共に、緊急小口資金等コロナ特例貸付

の借受人へのフォローアップ支援事業に関する相談含む。 

年度 件数 

7年度 2,098件 

6年度 1,530件 

※コロナ特例貸付に関しては、借受人が不在であっても相談電話１件ごと

に1件とカウントすることと同時に、償還猶予に関する相談や申請、償還

猶予後の免除申請等の相談が増加している。 
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２）関係機関との連携 

①民生委員向け研修の実施 6月20日実施 

内容 参加者 

テーマ 

「民生委員・児童委員と社会福祉協議会の関わり」 

会 場 市役所 101会議室 

参加者 生活福祉部会所属の民生委員 

23人 

※今回は研修内容を見直し、「○Ｘクイズ」を含め参加者がより楽しみなが

ら受講できるような内容で行った。 

②中学校校長会に出席（オンライン形式）9月3日実施 

学費の借り入れ相談は、受験校が決まった段階でして欲しい旨を伝えた。 

③日野市役所との連携 

日野市セーフティネットコールセンターや生活福祉課等の関係部署と、日頃

から電話等によるスムースな情報の共有を図った。 

内 容 ２．貸付及び償還事務手続き 

実績報告 

１）貸付実績 

  貸付件数 貸付金額 

福祉資金 

（福祉費） 

生活保護受給世帯の生活必需

品等の購入に必要な費用 

10件 

5件 

718,000円 

376,000円 

教育支援資金 
12件 

15件 

14,961,500円 

20,098,500円 

緊急小口資金 
0件 

1件 

0円 

97000円 

総合支援資金 
0件 

0件 

0円 

0円 

不動産担保型 

不動産担保型 
0件 

0件 

0円 

0円 

要保護世帯向け不動産担保型 
0件 

0件 

0円 

0円 

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 
0件 

1件 

0円 

500,000円 

合計件数・金額 
22件 

22件 

15,679,500円 

21,071,500円 

上段は令和7年度、下段は令和6年度の年間実績 

２）償還事務手続き 

借受人世帯の安定や自立促進のために、償還猶予や延滞利子免除の相談・手

続きを行った。また、償還が見込めない世帯で要件を満たしている場合、減額

での償還や、学費辞退の相談・手続きを行った。 

 件   数 

償 還 完 了 1 件 

償 還 猶 予 2 件 

減 額 で の 償 還 1 件 

学 費 辞 退 届 4 件 

全 額 一 括 償 還 1 件 

コメントの追加 [H3]: 総務係へ 

事業の報告という観点からケース内容は記載不要と感じますが

いかがでしょうか。記載するにしても「理由」ではなく「内容

」として箇条書き程度にまとめられますでしょうか。ご検討お

願いいたします。 
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３）その他手続き 

 件   数 

事 務 移 管 1 件 

行 方 不 明 届 1 件 

借 受 人 死 亡 1 件 

総合支援資金の支援活動 

平成21年10月に創設された離職者を対象とした制度で、借受人は資金の借

入と共に継続的な相談支援を受けることが条件となっている。月１回の面接

時に就職活動の報告を受け、早期就労を目指した支援を行っている。 

① 新規相談実績  3件（貸付には至らなかった） 

② 資金開始時からの借受人総数 44人 

 （内訳） 

支援終了者 30人 

・資金完済者 22人  

・債務整理者  4人  ・借受人死亡  1人 

・東京都社会福祉協議会へ事務移管  3人 

現在の借受人 14人 

・生保受給者  2人 ・債務整理中 1人 

・就職 11人（就職していると思われるが、

コンタクトできない。就職率 78.6%） 

・令和年度上半期１名より残額一括償還があり、償還完了者が1名増えた。 

内 容 ３．日野市生活福祉資金貸付事業（平成 21年度終了事業/償還業務のみ） 

実績報告 

償還状況 

年度 件数 人数 貸付金残額 償還額 回収不能額 

7年度 8件 7人 367,000円 0円 125.000円 

6年度 10件 9人 492,000円 37,000円 0円 

・令和 7年度上半期2名の借受人が死亡したことにより、2件の債権放棄手続

きを行った。 

事業効果・評価 

方向性等 

・民生委員や生活福祉課担当ケースワーカーに対して、教育支援資金や夏場

の生活必需品エアコン購入などに繋がりそうなケースがあれば、早期に相談

して欲しい旨を今後とも伝えていく。 

・教育支援資金の説明会について、中学校校長会のような機会を今後も活用

すると共に、日野市内の都立高校にも同じようなアプローチを取っていきた

い。 

・借受人には定期的に督促の郵送物を送付し、居住確認を行うと共に償還活

動を継続していく。 

 

事 業 名 ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 

事業形態 受託事業（東京都社会福祉協議会） 

財源内訳 受託金 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 東京都内において、高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就

職に有利な資格の取得を目指すひとり親家庭の親に対し、高等職業訓練促進資
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金を貸し付け、修学を容易にすることにより、資格取得を促進し、ひとり親家

庭の親の自立の促進を図ることを目的とする。 

内 容 相談支援および貸付申請事務手続き 

実績報告 

主な貸付内容 

①就職に有利な資格を取得するための入学準備金の貸付 

②一定期間の研修が修了し、就職するための就職準備金の貸付 

１）実績 

令和7年度実績なし 

事業効果・評価 

方向性等 

・ひとり親家庭高等職業訓練のプラン策定や制度説明は日野市セーフティネ

ットコールセンターが担うことになっているが、社協でも同様に対応し情報

交換・共有を行い、相談があった際は緊密に連携を図っていく。 

 

事 業 名 緊急小口資金等特例貸付の借受人へのフォローアップ支援事業 

事業形態 受託事業（東京都社会福祉協議会） 

財源内訳 受託金 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 

新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付は、令和2年3月25日から開

始され令和4年9月末日をもって申請受付を終了した。この貸付の借受人で、

生活に困窮し、生活再建のために支援が必要な借受人に対し、適切なフォロ

ーアップ支援を行う。 

内 容 相談支援 

実績報告 

新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付 

【日野市における貸付件数と貸付金額】 

 件数 累計件数合計 

緊急小口資金 1815件 357,070,000円 

総合支援資金 初回 1340件 693,140,000円 

総合支援資金 延長  666件 347,900,000円 

総合支援資金 再貸付 892件 468,800,000円 

合計 4713件 1,866,910,000円 

※ 上記件数・金額は、制度が終了した令和4年9月時点で日野市が貸付した

件数・金額となっている。その後、借受人の転出・転入等があり実数がつか

めない状況であったが、東京都社会福祉協議会のPC集計システムが地区社協

でも利用できるようになり、2026年3月末時点では下記のような数字となっ

ている。 

※管理件数（借受人によっては緊急小口資金と総合支援資金の両方を利用、

さらに総合支援資金は初回・延長・再貸付など複数利用しているため、人数

ではカウントしていない。） 

※償還完了、免除等件数（4,406件のうち） 



34 

※償還対象件数 

※償還対象件数のうち、緊急小口資金と総合支援資金の件数 

 

１）償還困難者へのフォローアップ支援 

東京都社会福祉協議会「緊急小口資金等特例貸付の借受人へのフォローア

ップ支援事業実施要綱」に基づき、下記の基本事業に取り組んだ。 

①償還猶予に係る相談の受付 

②償還猶予申請における調査意見書の提出 

③償還猶予中の生活状況の把握、見守り支援 

④見守り支援等を踏まえた償還猶予期間終了時における調査意見書の提出 

⑤償還猶予に係る自立相談支援機関との連携 

２）関係機関と連携・調整を図りながら適切な相談支援の実施 

 セーフティネットコールセンター等の関係機関と連携を図り、相談支援に

取り組んだ。 

３）緊急小口資金/総合支援資金 初回・延長・再貸付の償還 

令和5年1月よりスタート。借受人からの相談を受け付けながら、生活状況によ

って「償還免除」、「任意免除」、「償還猶予」、「償還猶予後の免除」等

につなげた。 

緊急小口資金 貸付件数 1,760件 

総合支援資金 貸付件数（初回・延長・再貸付含む） 2,646件 

合計件数 4,406件 

判定免除（非課税） 1,476件 

生活保護受給 86件 

借受人死亡 67件 

償還猶予後の免除 46件 

重度障害の手帳保持 23件 

自己破産の免責決定 12件 

判定年度以降に非課税、判定免除 9件 

判定免除延滞利子支払い免除 5件 

判定年度以降に非課税、償還猶予後の免除 4件 

判定年度以降に非課税、判定免除、延滞利子支払い 4件 

延滞利子支払い免除 2件 

個人再生の免責決定 2件 

自然災害債務整理ガイドラインにより債務整理成立 1件 

合計件数 1,737件 

貸付件数合計 2,669件 

償還完了、免除等件数 1,737件 

合計件数 4,406件 

緊急小口資金 KA 1,080件 

総合支援資金 SX（初回・延長・再貸付含む） 1,589件 

合計件数 2,669件 
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４） 償還期限を過ぎた緊急小口資金の長期滞納者354名へ償還督促案内状を送

付し、下記のような結果となった。 

・送付総数      354件 

・転居件数      178件 

・転居率       49.7％ 

・償還対象件数    176件 

・リアクション件数   6件 

・リアクション率    3.4％ 

  ※ 約半数が転居しているという現実を掴むことができたこと、と同時に数

は少ないものの連絡することでリアクションがあり、償還猶予・償還免除な

どのフォローアップ活動を継続する。 

事業効果・評価 

方向性等 

・転入してきた借受人とは面識がないため、償還に関する相談があった場合

は世帯の現状等を詳しく聞き取りし、どのような支援が適切なのか判断し、

内容・状況に沿って支援していく。 

 

福祉サービス利用援助事業 

事 業 名 地域福祉権利擁護事業 

事業形態 受託事業（東京都社会福祉協議会） 

財源内訳 受託金、利用料、利息 

担当係 権利擁護係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 
認知症や障害により判断能力が十分でない方が、地域で安心して暮らしてい

くことをサポートする。 

内 容 地域福祉権利擁護事業 

実績報告 

１）地域福祉権利擁護事業利用状況 

認知症・知的障害・精神障害等により、必要な福祉サービスを自分で適切

に選択・利用することや、日常的な金銭管理が不安な方に対し、福祉サービ

スの利用援助・日常金銭管理・書類等預かりサービスによる支援を行った。 

   

令和 7年度相談件数及び3月末契約件数 

年度 相談・支援 新規契約 終了(解約) 契約件数 

7年度 4,208件 15件 24件 72件 

6年度 4,189件 25件 18件 81件 

２）生活支援員 

生活支援員数は22名。 

生活支援員の増員のため、募集説明会を実施した。 

 また、生活支援員のスキルアップをはかるための内部研修、情報交換等の

ため、生活支援員連絡会を3回開催した。 

３）東社協主催の関係会議への参加（10回） 

国や都の動向の情報把握と専門員の資質向上のため、センター長会議、業

務担当者会議、新任専門員研修、テーマ別研究会議など、地域福祉権利擁護
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事業や成年後見制度等の権利擁護に関する会議・研修に積極的に参加した。 

４）地域福祉権利擁護事業の PR 

①関係機関・団体向けの出張説明（4回）  

②「ひの社協だより」（253号）への掲載 

５）権利擁護センター日野運営委員会（4回） 

弁護士、司法書士、社会福祉士、精神科医、地域包括支援センター、障害

者支援施設、行政で構成。権利擁護センターの事業運営及び、利用者支援に

ついての専門的アドバイスを受けた。 

事業効果・評価 

方向性等 

・支援内容や方法については、東京都社協の助言の元、適切におこなうこと

ができており、マニュアルに即しながら、本人の意思に基づいた支援ができ

ている。 

・年度末契約者数は、長期入院や死亡による解約が多く、昨年度比で減少し

ている。引き続き、必要な方に必要な支援が入れるよう、支援機関と顔の見

える関係づくりを意識し周知を図りたい。 

・国の方針として、地権事業そのものが「新たな事業（新日自）」となり、

「判断能力の低下した方」だけでなく、「身寄りのない高齢者等」も対象と

する動きがあり、その支援内容も大幅に見直される予定。国や東社協は令和1

0年度開始を想定しているため、関係機関とも情報共有を図りながら準備をお

こなっていきたい。 

 

事 業 名 財産保全・管理サービス 

事業形態 自主事業 

財源内訳 利用料 

担当係 権利擁護係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 
判断能力に支障はないが病弱・虚弱、障害等で日常生活が困難な方が地域で

安心して暮らしていくことをサポートする。 

内 容 財産保全・管理サービスの実施 

実績報告 

実績なし 

年度 相談・援助 新規契約 終了(解約) 契約件数 

7年度 0件 0件 0件 0件 

6年度 12件 0件 2件 0件 
 

事業効果・評価 

方向性等 

・今後、国の進める「新たな事業（新日自）」や都の進める「単身高齢者等

の総合相談支援事業」と、この事業の役割や対象者の整理などが、課題にな

ると思われる。引き続き国や東京都等の動向を把握するよう努める。 

 

事 業 名 応急日常金銭管理サービス 

事業形態 自主事業 

財源内訳 利用料 

担当係 権利擁護係 
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地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 
認知症や障害により判断能力に支障がある方が制度の狭間で困難に陥ること

なく、地域で安心して暮らしていくことをサポートする。 

内 容 応急日常金銭管理サービスの実施 

実績報告 

成年後見制度の申立から審判が下りるまでの間の応急支援として、行政か

らの依頼を受け、地域福祉権利擁護事業と同様のサービスを実施した。 

7年度相談・支援 26件 

6年度相談・支援 25件 
 

事業効果・評価 

方向性等 

・制度上の課題があるため、今年度で事業を廃止する。今後、相談があった

場合は、他の諸制度等の紹介を行う。 

 

事 業 名 成年後見制度利用促進事業 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金・利用料 

担当係 権利擁護係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 

成年後見制度を始めとする権利擁護支援について、市民・関係機関等の相談

援助をおこなうとともに、専門職・関係機関等とのネットワークを構築する

ことで、制度の利用促進をおこなう。 

内 容 １．成年後見制度における相談・支援の充実 

実績報告 

成年後見制度利用促進の中核機関として、成年後見制度が必要な方の利用

を支援するための業務の中で、特に、後見人就任のためのマッチング、更に

就任後の支援を行う。また、一連の流れの中で、一次相談の窓口としての役

割、また、広報・啓発、市内の関係機関のネットワークづくり等に力を入れ

ていく。 

１）成年後見制度の申立が必要な市民の相談に応じ、後見制度の内容、手続

き等の説明を行った。 

２）必要に応じて弁護士や司法書士、社会福祉士等の専門職を紹介し、後見

人等候補者のマッチングの支援を行った。 

３）後見が必要な状態にもかかわらず、経済的理由や親族がいない等の理由

で申し立てが滞っている場合には、行政をはじめとした関係機関のネッ

トワークにより、市長申立や多摩南部成年後見センターの利用も視野に

入れた総合的な支援を実施した。 

４）後見人に就任している親族や専門職後見人等から、被後見人の福祉サー

ビスの利用や地域生活課題についての相談を受け、必要な情報提供や支

援を行った。 

１）～４）合計の相談・支援対応数 

7年度 537件 

6年度 383件 



38 

５）権利擁護アドバイザー会議の実施（7回） 

本人にふさわしい権利擁護について検討するための「検討・支援会議」

「権利擁護アドバイザー会議」とし、毎月第 3水曜に定例で実施した。

アドバイザーには医師、弁護士、司法書士、社会福祉士、地域包括支援

センター、障害の計画相談事業所から委員をお願いし、様々なアドバイ

スをいただいている。 

検討ケース：8件 

６）申立支援、後見人候補者との調整及び選任後の定期支援 

 ①後見人候補者の紹介・マッチング 23件 

②後見方針の作成 18件 

 ③後見人選任後の定期支援 2件（カンファレンス等同席：9回） 

７）成年後見制度利用促進のための PR 

①権利擁護センター日野 パンフレット配布  

②関係機関・団体等への研修会 

内 容 ２．親族後見人及び市民後見人等のサポート 

実績報告 

１）「成年後見制度説明会」の開催準備 

毎年開催している、行政（福祉政策課・高齢福祉課・障害福祉課）、多摩

南部成年後見センターと共催の市民向け制度説明会を実施した。 

 今年度も、社協が担当する内容を、「後見人の仕事実践編～親族・市民後

見人向け実践学習会及び交流会」として企画した。 

２）市民後見人の活躍支援 

 後見人候補者として登録している方に、地域福祉権利擁護事業生活支援員

として当事者支援の経験を重ねながら、「市民後見人」就任要請を受けた時

に候補者推薦ができる体制を継続している。 

市民後見人候補者登録数：4人 

内 容 ３．他機関との連携強化 

実績報告 

１）成年後見制度関係機関ネットワーク会議（年1回開催） 

成年後見に関する関係機関や専門職を対象として、顔の見える関係性づく

りと、課題共有のため実施した。今年度は市民や関係者からも関心の高い、

身元保証問題のうち、死後事務委任契約や遺言等を主なテーマとして取り上

げた。 

２）関係機関（東京都、東社協、弁護士会など）の連絡会への参加 

内 容 ４. 法人後見実施機関への活動支援 

実績報告 

多摩南部成年後見センターをはじめとした、市内・近隣の法人後見実施団

体と、必要に応じて候補者受任の相談や情報共有、ネットワーク会議への参

加呼びかけ等、連携を取った。 

内 容 ５．後見監督の実施（自主事業） 

実績報告 身寄りがなく、セーフティネットの利用対象にならない方に市民後見人が

就任することにより、被後見人等にとって意思が尊重される生活を送ること

コメントの追加 [A4]: 石橋監事：修正してください。 

コメントの追加 [H5]: 権利擁護係へ 

更新してください。by局長 

コメントの追加 [T6R5]: 失礼いたしました。３－１）を加筆・

修正しました。ご確認お願いいたします。 
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に寄与した。当会の市民後見人等候補者の中から受任した市民後見人等に対

し、当会で後見監督を受任した。 

１）市民後見人の受任状況 

  市民後見人受任件数：2件 

  後見監督人受任件数：2件 

事業効果・評価 

方向性等 

・市民や関係機関に成年後見制度の相談機関（中核機関）として認知された

ことで、相談件数が前年度比で大幅に増加している。 

・地域連係ネットワークの一環でおこなっている権利擁護アドバイザー会議

の運営は、ブラッシュアップでき、相談者のニーズに応えられるようになっ

ている。今後も周知を図りたい。 

・民法改正による、後見制度の抜本的な変更に備え、関連会議・研修等に積

極的に参加し、情報収集に努めたい。 

 

福祉人材育成事業 

事 業 名 手話講習会事業 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 

手話言語および手話表現技術、聴覚障害（者）に関する基本的な知識を習得

することを目指す。健聴者と聴覚障害者との相互理解を深め、手話全般に関

する啓発および普及を図る。 

また、将来に亘り日野市登録手話通訳者を増やす。 

内 容 １．手話講習会の実施 

実績報告 

厚生労働省「手話奉仕員」「手話通訳者」養成カリキュラムに基づき、手

話講習会を開催する。講習の中でコース・クラス別で手話通訳者や当事者に

よる講演会等を実施する。 

１）開催期間 

令和7年5月14日（水）～令和8年3月18日（水） 

２）申込者数及び受講者数 

コース クラス 定員 申込者数 
受講者

数 

修了者 

(皆勤者) 

授業数 

コミュニケ

ーション 

入門昼 30人 44人 30人 24人(9人) 全28回 

入門夜 30人 62人 30人 23人(7人) 全28回 

基礎昼 30人 30人 29人 18人(6人) 全31回 

基礎夜 30人 30人 30人 18人(5人) 全31回 

通訳養成 

基本昼 15人 16人 11人 10人(3人) 全33回 

基本夜 15人 17人 10人 7人(2人) 全33回 

応用実践 10人 19人 10人 1人(6人) 全31回 

試験対策 8人 2人 2人 1人(-) 全5回 

合計 220人 152人 102人(38人)  



40 

３）講演会（3回） 

クラス 内容 

入門・基礎

(合同) 

テーマ 手話を学ぶみなさんへ 

講 師 北条真由美 氏（東京手話通訳等派遣センター） 

基本 
テーマ 手話通訳をめざすみなさんへ 

講 師 北田美千代 氏（東京手話通訳等派遣センター） 

応用実践 
テーマ 手話通訳の仕事と心構え 

講 師 高井洋 氏（東京手話通訳等派遣センター） 

４）ろうゲスト（5回） 

クラス 内容 

入門・基礎

(合同) 

内  容 交流会やミニ講演会 

ゲスト（昼クラス）有山 一博さん、吉田 真弓さん 

   （夜クラス）有山 美代子さん、田原 夏子さん 

基本 

内  容 交流会やミニ講演会 

ゲスト（昼クラス）森田 由紀惠さん 

   （夜クラス）有山 美代子さん 

応用実践 
内  容 読み取りや交流会 

ゲスト 有山 一博さん 

５）他市への聞き取り調査 

委員の意見を踏まえ、他市の関係機関へ聞き取り調査を実施し、他市との

新たなつながりを構築した。 

内 容 ２．保育制度 

実績報告 
受講生の保育希望者に対し保育サービスを提供した。 

・保育利用者 4人（入門昼 2人・基礎昼1人・応用実践1人） 

内 容 ３．手話通訳者全国統一試験受験合格者の輩出 

実績報告 

１）「手話通訳者全国統一試験」意見交換会 

 出席 日野市社会福祉協議会職員1人 

２）「手話通訳者全国統一試験」実施説明会 

 出席 日野市社会福祉協議会職員1人 

※東京手話通訳者統一試験委員会事務局主催の受験予定者向け研修会や講演

会については、受験予定者が当会を通さず委員会事務局に申し込むため、申

込者数や参加者数は不明。 

３）手話通訳者全国統一試験受験合格者 2名 

内 容 ４．講師・助手会議等の開催 

実績報告 

①選考委員会（1回） 

②講師助手会議（2回） 

③次年度検討会（2回） 

事業効果・評価 

方向性等 

・昨年同様に手話に対する市民の興味・関心は高く、入門クラスについては

昼夜いずれのクラスも定員を上回る申込みがあり、需要の高さが確認され

た。また、日野市保育協力員制度を活用し、保育を希望する受講生に対して

コメントの追加 [H7]: 伊東さん 

すみません。修正に気付きました。 

よろしくお願いいたします。総務係 堀越 
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保育サービスを提供した結果、「安心して講習会に通うことができる」との

声が継続的に寄せられており、受講環境の向上にも寄与している。 

・他市への聞き取り調査を通じて、他市との新たなつながりが構築され、今

後の情報共有や連携の基盤を築くことができた点は大きな成果である。今後

は、こうしたネットワークを活用しながら、継続的な情報交換や相互の取り

組みの共有を図り、本市における講習会の運営改善および内容の充実につな

げていく。 

・令和 9年度の「中央福祉センター」建て替えを見据え試験的に他の場所で

の講習会を実現した。会場については引き続き、検討する。 

 

事 業 名 移動支援従事者養成研修事業 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 総務係、地域支援係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 

障害者（児）の余暇活動や外出を支援するために必要な知識及び技術を習得

する移動支援従事者の養成研修を実施する。また、移動支援事業を通じてこ

れから支える若手の福祉人材が市内に定着を図ることを目的とする。 

内 容 １．（知的障害児者等）移動支援従事者養成研修の実施 

実績報告 

１）移動支援従事者養成研修 

日程 内容 

10/12（日） 講義① 移動支援事業とは ほか 

10/13（月）～ 

11/7（金） 
施設実習 

施設における障害者支援について 

（2施設 10時間以上） 

11/9（日） 
外出実習 

外出時における障害者支援について 

（多摩動物公園散策・鉄道利用） 

講義② 総括・修了証授与 

２）受講人数 8人（うち、修了者8人） 

３）（社会福祉）施設実習事業者 

工房夢ふうせん・ふらっとすずかけ・光の家就労ホーム・あおいとり日

野障害児放課後クラブ・生活介護事業所とちのみ・放課後デイサービス

ナチュール 

４）受入事業者（協定締結） なごみ在宅介護サービス日野 

５）受入事業者への紹介者数 6人 

内容 ２．修了後研修の実施 

実績報告 

研修修了し雇用契約（従事）後、安全・安心・円滑なサービス提供の実践を

目的にフォローアップ研修を行う。 

１）受入事業者による同行指導 

修了後間もない移動支援従事者に対し、指導者が同行し実践的に指導。 

 新任従事者  6人 
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同行指導時間 計 72時間（12/7～3/28） 

２）修了後研修 

日程 内容 

3/8（日） 

講義 実践後の振り返り 

事例報告 先輩従事者による活動報告 

情報交換 移動支援従事者のやりがい、戸惑い 
 

事業効果・評価 

方向性等 

・養成研修の応募者8人のうち、半数（4人）は明星大学出張講義「地域ニー

ズ開発」を受講した大学生であった。 

・その他、福祉施設職員や高校生の応募もあった。 

・養成研修受講者は全員修了したが、そのうち6人は協定事業者との雇用契

約となり、移動支援従事者としての活動を希望した。 

・2人は活動内容・時間が想定と異なったため、雇用契約には至らなかっ

た。 

 

 

事 業 名 福祉のしごと相談・面接会および見学会 

事業形態 
第 1回：共同主催（東京都福祉人材センター） 

第 2回および見学会：受託事業（日野市） 

財源内訳 第１回：歳末たすけあい配分金、第2回及び見学会：受託金 

担当係 総務係、在宅サービス係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 介護・生活支援・保育等、日野市内の様々な福祉人材の確保・開拓を図る。 

内 容 １．福祉のしごと相談・面接会の実施 

実績報告 

１）主催者等 

第1回 

【主催】日野市社会福祉協議会、東京都福祉人材センター 

【共催】ハローワーク八王子 

【協力】日野市内社会福祉法人ネットワーク、日野市 

第2回 

【主催】日野市 

【共催】東京都福祉人材センター、ハローワーク八王子 

【協力】日野市内社会福祉法人ネットワーク 

２）実績 会場：イオンモール多摩平の森イオンホール 

実施回 出展法人数 参加者 採用人数 

第1回 

（8/1） 
14法人 

高齢 3法人 

障害 6法人 

保育 4法人 

その他 1法人 

77人 3人 

高齢 0人 

障害 2人 

保育  1人 

第2回 

（2/10） 
14法人 

高齢 5法人 

障害 6法人 

保育 3法人 

52人 9人 

高齢 2人 

障害 3人 

保育  4人 
 

内 容 ２．福祉のしごと見学会の実施 
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実績報告 

社会福祉施設や福祉サービス事業所でのしごとに関心のある方を対象に、実

際の施設見学を通じて就労につなげるための見学会。 

１）主催者等 

【主催】日野市 

【共催】東京都福祉人材センター 

【後援】ハローワーク八王子 

２）実績  

日程 受入施設・事業所 参加者 採用人数 

3/10（火） 
夢ふうせん 1人 0人 

介護老人福祉施設ラぺ日野 1人 0人 

3/12（木） 
特別養護老人ホームマザアス日野 1人 0人 

こもれび聖蹟桜ヶ丘教室 1人 1人 
 

事業効果・評価 

方向性等 

・相談面接会は、いずれの回においても、求職者と事業所が直接対話できる

機会を提供することで、仕事内容や職場環境への理解促進につながり、一定

のマッチング機会を創出することができた。今後は広報手段の見直しにより

参加者数の増加を図るとともに、相談しやすい環境づくりによる採用率の向

上もあわせて目指していきたい。 

・福祉のしごと見学会では、参加者からは人数が少数であったこともあり、

内部まで丁寧に見学することができたという評価となった。見学先の受入施

設・事業所からは、普段なかなか伝えることができない福祉の現場の様子を

伝える機会となったという評価や、昨年度の参加者が半年ほど経った後に就

職につながったという報告があった。 

・福祉のしごと見学会は、しごとの内容や職場の様子をより理解しやすいも

のとするため、フクシゴト体験フェアへ発展的に変更することから今年度で

終了することとなった。 

 

事 業 名 福祉人材育成研修事業 

事業形態 受託事業（日野市） 

財源内訳 受託金 

担当係 在宅サービス係、総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 

市内の高齢福祉サービスおよび障害福祉サービス事業所の従事者を対象にス

キルアップや就労定着の促進に向けた研修会を行う。また、福祉人材の確保

を目的に、求職者向けの職場体験を実施する。 

内 容 １．人材育成のための研修開催 

実績報告 

１）ケアマネ向け研修（全4回） 

内容 参加者 

書くべきことをもらさない！居宅介護支援経過 

講師 後藤佳苗 氏（あたご研究所） 
61人 

「適切なケアマネジメント手法」の理解を深める！ 

講師 能本守康 氏（株式会社ケアファクトリー） 
46人 

コメントの追加 [H8]: ケアサービス係へ 

報告の入力お願いします。 

コメントの追加 [TH9R8]: 総務係で見学会を加筆しました。 
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おひとりさまの支援を考える 

講師 三国浩晃 氏（NPO法人人生まるごと支援） 
50人 

事例から学ぶ！成年後見制度 

講師 向坂修也 氏（さきさか社会福祉士事務所） 
31人 

２）福祉人材定着研修（全３回） 

内容 参加者 

現場で使える！腰痛予防のための身体の使い方 

講師 長島佳歩 氏（理学療法士） 
15人 

福祉職のためのコーチング研修 

講師 三田村薫 氏（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｵﾌｨｽ 3SunCreate） 
14人 

福祉職のためのチームワーク研修 

講師 三田村薫 氏（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｵﾌｨｽ 3SunCreate） 
16人 

３）管理者・経営者向け研修（全 1回） 

内容 参加者 

リテンションマネジメント（職員定着）研修 

講師 宮川公一 氏（EL経営株式会社代表取締役） 
4人 

 

内 容 ２．求職者向け職場体験の実施 

実績報告 

日野市内の福祉施設における、18歳以上の求職者を対象とした職場体験を実

施。 

【イベント名】フクシゴト体験フェア2025 

【受入施設数】25施設（高齢10施設、障害5施設、保育9施設、児童1施

設） 

【参加者数（実人数）】8人 

【述べ参加者数】16人 

事業効果・評価 

方向性等 

・研修事業について、次年度は地域支援係とも連携しながら、現場の声を企

画運営に反映していきたい。 

・求職者向け職場体験は、初年度から多くの施設がエントリーし、施設側の

需要の高さが窺える。一方で、求職者側の参加がふるわなかったため、次年

度は広報周知により力を入れていきたい。 

 

事 業 名 社会福祉士養成のための実習生の受入 

事業形態 自主事業 

財源内訳 受入研修費 

担当係 総務係・地域支援係・ボランティア係・権利擁護係・在宅サービス係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 
将来の福祉人材を育成するため、社会福祉士を目指す学生を実習生として受

け入れ、専門職としての指導を行う。 

内 容 １．実習プログラムの作成・指導 

実績報告 
１）実習指導者  

実習指導者講習修了4名 

２）実習生の受入 
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大学等の社会福祉士養成機関からの要請に応じて、180時間以上もしくは、60時間

以上の実習指導を行った。 

養成施設 期間（日数・時間） 人数 

大妻女子大学人間社会学部 

人間福祉学科3年次生 

2/9-3/13 

（25日間・182時間） 
1人 

法政大学現代福祉学部 

福祉コミュニティ学科2年次生 

2/9-2/20 

（9日・73時間45分） 
1人 

 

事業効果・評価 

方向性等 

・養成施設からの上半期の実習受入希望時期が事務所移転の時期と重なって

いたため、受入が行えなかった。事務所移転後の実習指導はスムースに行え

た。 

・将来的な実習指導者を配置するため、来年度には新たに職員が指導者講習

会を受講することとなった。 
 

法人運営事業 

事 業 名 組織運営事業 

事業形態 自主事業、補助事業 

財源内訳 補助金、償還金、広告料、手数料、受入研修費、積立金、繰越金 

担当係 総務係（9.部会活動は在宅サービス係、ボランティア係） 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 

各種法令や諸規程を遵守し、住民参加による透明性の高い法人組織として健

全な運営を図る。 

法人内の係間の調整や事務局管理を行い、効果的かつ効率的な経営が行われ

るよう努める。 

内 容 １．理事会・評議員会・経営会議の開催 

実績報告 

１） 理事会 

実施回 実施日 内容 

第 1回 6/9 

報告第 1号 会長及び常務理事の職務執行状況について 

報告第 2号 日野事務所の多摩平移転について 

報告第 3号 遺贈寄附の受贈について 

審議第 1号 令和 6年度事業報告について 

審議第 2号 令和6年度第五次補正予算の報告承認について 

審議第 3号 令和6年度決算報告ならびに監査報告について 

審議第 4号 令和 7年度社会福祉充実残額の承認および

社会福祉充実計画案の作成について 

審議第 5号 定款の一部改正について 

審議第 6号 新評議員候補者の推薦について 

審議第 7号 評議員選任・解任委員会の開催について 

審議第 8号 評議員選任・解任委員会委員の選任について 

審議第 9号 新役員（理事・監事）候補者の提案について 

審議第 10号 役員(理事・監事)報酬総額について 

審議第 11号 令和７年度第一次補正予算の報告承認について 

審議第 12号 定時評議員会の開催について 

第 2回 6/26 
報告第 4号 役員（理事・監事）の選任について 

報告第 5号 評議員の選任について 
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報告第 6号 苦情解決第三者委員会の報告について 

審議第 13号 会長の選任について 

審議第 14号 副会長の選任について 

審議第 15号 常務理事の選任について 

審議第 16号 担当委員の選任について 

審議第 17号 理事候補者の提案について 

審議第 18号 評議員会の目的である事項の提案について 

第 3回 11/17 

報告第 7号 新理事の就任について 

報告第 8号 会長及び常務理事の職務執行状況について 

報告第 9号 日野事務所の多摩平移転について 

報告第 10号 職員懲戒処分について 

審議第 19号 令和7年度（2025年度）上半期事業報告 

審議第 20号 令和7年度（2025年度）上半期決算報告 

審議第 21号 定款の一部改正について 

審議第 22号 退職手当支給規程の制定について 

審議第 23号 給与規程の一部改正について 

審議第 24号 第二次補正予算の承認について 

審議第 25号 第３回評議員会の開催について 

審議第 26号 育児・介護休業規程の一部改正について 

審議第 27号 服務規程の一部改正について 

第 4回 3/9 

審議第 28号 令和8年度（2026年度）事業計画 

審議第 29号 令和8年度（2026年度）予算 

審議第 30号 契約職員就業規程の一部改正について 

審議第 31号 第 4回評議員会の開催について 

２）評議員会 

 実施日 内容 

定時 

評議員会 
6/26 

報告第 1号 日野事務所の多摩平移転について 

報告第 2号 遺贈の申出について 

報告第 3号 新評議員の選任について 

報告第 4号 新評議員選任・解任委員会委員の選任について 

議案第 1号 令和 6年度事業報告について 

議案第 2号 令和6年度第五次補正予算の報告承認について 

議案第 3号 令和6年度決算報告ならびに監査報告について 

議案第 4号 令和 7年度社会福祉充実残額の承認およ

び社会福祉充実計画案の作成について  

議案第 5号 定款の一部改正について 

議案第 6号 新役員（理事・監事）候補者の選任について 

議案第 7号 役員（理事・監事）報酬総額について 

議案第 8号 令和7年度第一次補正予算の報告承認について 

第 2回 

（みなし

決議） 

7/28 議案第 9号 理事候補の選任 

第 3回 12/1 

報告第 5号 新理事の就任について 

報告第 6号 日野事務所の多摩平移転について 

報告第 7号 職員懲戒処分について 

議案第 10号 令和7年度上半期事業報告について 

議案第 11号 令和7年度上半期決算報告ならびに監査報告について 
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議案第 12号 定款の一部改正について 

議案第 13号 退職手当支給規程の制定について  

議案第 14号 給与規程の一部改正について 

議案第 15号 第二次補正予算の承認について 

議案第 16号 育児・介護休業規程の一部改正について 

議案第 17号 服務規程の一部改正について 

第 4回 3/23 

議案第 18号 令和8年度（2026年度）事業計画 

議案第 19号 令和8年度（2026年度）予算 

議案第 20号 契約職員就業規程の一部改正について 

３）経営会議（12回） 

４）内部監査 

①令和6年度決算監査  6/2（月） 

②令和7年度上半期決算監査 11/6（木） 

内 容 ２．福祉サービスに関する苦情申出窓口の設置 

実績報告 

１）苦情受付件数 0件 

２）苦情解決第三者委員の開催 

 草むしり活動中に関する苦情申し立ての内容及び対応内容の報告を行っ

た。（6/16） 

内 容 ３．第５次日野市地域福祉活動計画の推進 

実績報告 

昨年延長し、6 ヶ年（令和 3 年度～令和 8 年度）の活動計画の推進状況につ

いて、推進会議で報告および評価を行った。また、次期活動計画の策定に関

して事務局で検討を行った。 

１）推進会議の開催 1回 

・推進状況報告及び評価（11人） 

２）第 6次日野市地域福祉活動計画策定検討プロジェクト 

  3回開催 

内 容 ４．法人管理運営 

実績報告 

各種法令を遵守し、法人管理事務を行った。 

人事・給与   福利厚生（健康診断・管理）   文書類の収受 

事業計画・報告 予算管理・決算事務（会計処理） その他の事務 

内 容 ５．会員の募集・拡充 

実績報告 

１）会員募集の協力依頼 

自治会や日野市民生委員・児童委員協議会、日野市シニアクラブ連合会、

日野市赤十字奉仕団、社会福祉法人、日野市商工会、教育機関、日野市役所

等様々な協力団体に対し、会員募集の協力依頼を行った。 

また、広報ひのやひの社協だより等で税額控除団体であることを周知し、

広く市民に対して会員募集の呼びかけを行った。 

【会員募集を掲載した広報媒体】 

ひの社協だより、ボランティア・インフォメーション、WEBサイト 

コメントの追加 [H10]: 総務係へ 

他の報告箇所でも言われているのですが、「委員の名簿を載せ

る必要があるのか？」というご指摘がありました。 

以下の方向で考えていますがいかがでしょうか。 

①このまま残す 

②消してもOK 

コメントの追加 [TH11R10]: 加筆修正しました。 
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チラシ、広報ひの 

会費実績 

年度 合計（件数） 内訳 

7年度  2,594,760円（464件） 

個人  145,500円（122件） 

特別  301,000円 （46件） 

団体  2,148,260円（296件） 

6年度  2,968,650円（671件） 

個人  329,000円（273件） 

特別  350,000円 （77件） 

団体  2,289,650円（321件） 

２）第 41回福祉のつどい 

地域福祉の推進に多大な貢献のあった方を対象とした表彰式。表彰にあた

っては、推薦を受けた方について表彰審議委員会で審議し、承認された方を

対象とした。 

①表彰式 

日程 場所 内容 

2/28（土） イオンホール 

表彰状・感謝状贈呈 

受賞者 16人（表彰状7人、感謝状9人） 

受賞者挨拶 長尾豊彦 氏 

②推薦団体 

日野市赤十字奉仕団、朗読サークル「ひの」、社会福祉法人東京光の家 

日野市シニアクラブ連合会、社会福祉法人日野市社会福祉協議会 

③表彰審議委員会 

内容 

推薦候補者等の結果報告・受賞者の決定 

出席 理事 3人・事務局 
 

内 容 ６．地域福祉活動のための自己財源や共同募金の確保 

実績報告 

寄附金や共同募金の募集とともに使途報告に努め、継続・拡充を図った。 

１）寄附金実績  

年度 合計額（件数） 

7年度  1,774,003円  (51件) 

6年度  20,693,940円 (114件) 

２）共同募金（詳細は後述「歳末たすけあい募金」、「赤い羽根共同募金」） 

内 容 ７．広報活動の工夫 

実績報告 

１）広報紙「ひの社協だより」の発行 

 №253（令和7年6月8日発行） 35,000部 

   主な記事 地域活動について、夏の体験ボランティア等 

№254（令和7年 10月5日発行） 35,000部 

   主な記事 事務所移転のお知らせ、歳末たすけあいバザー等 

№255（令和8年 2月 1日発行） 35,000部 

   主な記事 福祉のしごと相談・面接会、地域共生社会を考えるシン

ポジウム等 
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内 容 ８．事務局体制の整備・職員の資質向上 

実績報告 

１）職員会議 12回 

２）東京都社会福祉協議会、南多摩ブロック職員の会等主催の研修への参加 

を通じて、職員の資質向上に努めた。 

３）勤怠管理システムの整備 

４）職員の入退職 

 入職 退職 

正規職員 3人 0人 

契約職員 3人 1人 

合計 6人 1人 
 

内 容 ９．部会活動 

実績報告 

１）障害者施設職員交流会部会 

歳末たすけあいバザー参加 

２）児童部会  

 歳末たすけあいバザー参加 

内 容 １０．外部団体委員等への協力 

実績報告 

（会長） 

1. 東京都社会福祉協議会区市町村社会福祉協議会 評議員会 

2. 南多摩保健所協議会 

3. （社福）東京都共同募金会 評議員会 

4. （社福）東京緑新会 理事会 

5. 普段着でCO2をへらそう実行委員会 

6. 日野社会教育センター運営委員会 

7. 日野市民生委員推薦会 

（職員） 

1. 日野市地域福祉計画推進会議  

2. 日野市子ども家庭支援ネットワーク連絡協議会 

3. 日野市介護保険運営協議会等 

4. 日野市生活困窮者自立支援相談事業支援調整会議 

5. 日野市住宅ストック活用推進協議会 

6. 日野市居住支援協議会 

7. 日野市献血推進協議会 

8. 日野市ユニバーサルデザインまちづくり推進協議会 

9. 日野消防署住宅防火防災対策推進協議会  

10. 地域力強化推進事業 支援ネットワーク委員会 

11. 日野・多摩・稲城地区保護司会 保護司候補者検討協議会 

12. 日野わーく・わーく 

13. 地域自立支援協議会 

14. 障害者差別解消支援地域協議会 

15. 日野市中卒後支援検討委員会 

16. 日野市再犯防止推進委員会 
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17. 日野市ヤングケアラー支援検討会 

18. 東京都七生福祉園苦情解決委員会 

19. 日野市認知症施策推進会議 

20. 地域生活支援センターゆうき連絡協議会 

21. 日野市営住宅管理審議会 

22. 日野市地域福祉計画策定委員会 

23. 日野台高等学校 防災教育推進委員会 

24. 東京都地域公益活動推進協議会 地域ネットワーク推進委員会オブザー

バー 

内 容 １１．事務所移転 

実績報告 

日野事務所の事務所移転に向けて、日野市福祉政策課や関係者と打ち合わせ

を重ねて準備を進めた。 

引越日 9月27日 

開所日 10月1日 

内容1～11までの 

事業効果・評価 

方向性等 

・給与および人事管理事務担当者の事務負担軽減と職員のユーティリティを

高めるため、システムの変更を行った。 

・会員募集の方法変更や事務所移転準備の影響から、個人会員と特別会員の

人数が伸び悩んだ。 

・寄附金額は多額の遺贈寄附や志賀町クリスマスギフト寄附のあった令和6

年度を下回ったが、本会事業の元利用者からの多額の寄附などがあり、年度

当初見込みを上回った。 

内 容 １２．日野市内社会福祉法人ネットワーク 

実績報告 

市内の社会福祉法人が地域公益活動を円滑に行うことを目的に組織したネッ

トワーク。本会は事務局を担う。 

１）幹事会 

事業の企画・実施を協議した。（4回） 

２）フードバンク TAMAの「日野市フードパントリー事業」への協力 

３）部会活動 

・地域共生社会部会 

  「地域共生社会を考えるシンポジウム」の開催。 

テーマ：地域で生きる、 ということ。 －高齢者・障がい者・子ども 

が交わる地域－ 

・職員情報交換部会 

  若手福祉職員の団体「チームたまり日」の活動を支援。 

・防災部会 

「防災担当者交流会」の開催。 

テーマ：施設が孤立しないための災害連携訓練～社会福祉法人・災害ボ 

ランティアセンター・DWATの連携を考える～ 

■暮らしの支援 

４）福祉車両を活用した買い物支援 

［実 施］（社福）友遊の家 

［内 容］福祉車両でヤオコー南平店への無料送迎サービス 

コメントの追加 [H12]: 総務係へ 

上半期の報告が残っている？ 

コメントの追加 [TH13R12]: 加筆修正しました。 
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［実施日］毎月第２,４土曜 

［対 象］南平5丁目地区（買い物困難地域）の高齢者 

［協 力］南平地区社会福祉協議会ぷらっと南平・日野市社会福祉協議会 

地域包括支援センターすずらん 

■福祉教育（人材育成） 

５）明星大学「地域ニーズ開発」 

［日 程］9月 24日（水）［2コマ］ 

［対 象］福祉実践学科１年次生約 50人 

［テーマ］障害（者）の理解、福祉支援者のニーズ 

 ［内 容］障害分野の社会福祉法人・施設の若手職員が講師となり、 

業務や仕事のやりがい、当事者の生きがいなどを紹介 

      グループディスカッション 

［講師協力］①（社福）夢ふうせん ②（社福）青い鳥福祉会 

③（社福）おおぞら  ④放課後デイ ナチュール 

⑤相談室さくらそう  ⑥なごみ在宅介護サービスひの 

 ６）実践女子大学「社会福祉」 

［日 程］11月 14日及び 12月5日（金）［各1コマ］ 

［対 象］生活文化学科１年次生約 40人 

［テーマ］地域福祉と障害（者）の理解 

 ［内 容］社会福祉協議会による地域福祉と障害分野で働く若手職員・障 

害当事者による講義、業務や仕事のやりがい当事者の生きがい 

などを紹介・グループディスカッション 

［講師協力］①（社福）日野市社会福祉協議会 ②（社福）東京光の家 

③（社福）すずかけの会     ④放課後デイ ナチュール 

⑤相談室さくらそう   ⑥なごみ在宅介護サービスひの 

事業効果・評価 

方向性等 

・幹事会での発案により、今年度より3部会を立ち上げて幹事を中心とした

事業企画運営を進めることとなった。 

・東京都地域公益活動推進協議会の地域ネットワーク推進委員会へ代表幹事

に続き、今年度より事務局がオブザーバー参加することとなった。 

・友遊ケアセンターによる「買い物支援」は開始から7年が経ち、利用者が

更に高齢化、登録者は減少傾向にあり新たな利用希望者への周知が必要とな

っている。一方、この活動を通じて他法人・施設（ラピオン・カトレア）に

よる車両を活用した買い物支援が立ち上がり、継続した活動となっている。 

・明星大学への出前講座は7回目を迎えた。学生と年齢の近い職員からの事例

報告や障害当事者からの声は学生から好評を得ている。 

・明星大学出前講義のノウハウを生かし、今年は実践女子大学から声をいた

だき、出前講義を行った。 

・学生への事例報告を行う福祉施設からは、仕事へやりがい・戸惑いを振り

返るきっかけとなり「人材育成・定着」につながっている。 

・明星大学の受講生から、移動支援従事者養成研修への応募が4人あった。 

講義だけでなく「障害児者への実践的な支援」として新たな人材の確保の場

となっている。 

公益事業拠点区分 

福祉センター管理事業 
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事 業 名 日野市立中央福祉センターの管理運営 

事業形態 指定管理者制度（令和4年 4月1日～令和９年3月 31日） 

財源内訳 受託金（指定管理料） 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 

各種福祉団体の連絡・調整を行い、社会福祉の啓発や市民の健康増進を通じ

て地域福祉の推進を図るとともに、利用者が安全に利用できるよう施設運営

に努める。 

内 容 １．快適な施設利用への配慮、安全かつ効率的な施設運営 

実績報告 

１）施設概要 

開館日  火曜日～日曜日 ※こどもの日（月曜日以外）、敬老の日を

除く祝日、年末年始は休館。 

２）利用実績 

年度 
利用者 

開館日数 利用団体数 利用者数 

7年度 302日 2,375団体 32,758人 

6年度 299日 2,437団体 32,577人 

３）施設管理に関わる再委託業務 

 ①消防設備保守 ②冷暖房機器保守 ③自動扉保守 ④車椅子階段 

昇降機保守 ⑤機械警備 ⑥定期清掃 ⑦管理運営（受付・日常清掃） 

内 容 ２．管理内容の報告、今後について協議 

実績報告 

・冷暖房機器について、耐用年数を超えて使用し続けているため、特に冷房

の効きが悪くなっている。保守点検業者からは機器の全面交換を勧められて

いるが、キュービクル式高圧受電設備の増設が必要であり、市の関係部署と

協議を継続中である。 

・車椅子階段昇降機についても、部品の製造が既に中止されているため、不

具合等が発生した際は中古部品を調達して修繕を実施している状況である。 

 

事 業 名 日野市立福祉支援センターたまだいらの管理運営（新規） 

事業形態 指定管理者制度（令和7年 10月1日～令和10年3月 31日） 

財源内訳 受託金（指定管理料） 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 

地域福祉の推進を図るための拠点として開設された施設として、多摩平地区

をはじめとする地域のHubとしての機能を発揮することで、市民の社会福祉

の向上や健康の保持・増進につながるよう施設運営に努める。 

内 容 １．地域のHub機能を担う施設運営 

実績報告 

地域の多世代等の交流や、少子高齢化対策などの行政課題に資する活動を展

開し、地域のHub機能を担った。 

１）施設概要 
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開館日  月曜日～土曜日 ※祝日、年末年始は休館。 

２）実績 

年度 開館日数 

7年度 144日 

【主な取り組み】日野市内社会福祉法人ネットワーク幹事会および防災担当

者勉強会、栄光多摩平の森保育園のハロウィンイベントとの連携、東京2025

デフリンピックサッカーのパブリックビューイング、おむすびキッチン（子

ども食堂）、実践女子大学社会福祉学研究室活動報告会、朗読サークル「ひ

の」おはなし会（読み聞かせ）など 

３）施設管理に関わる再委託業務 

 ①消防設備保守 ②空調機器保守 ③自動扉保守 ④エレベーター保守  

⑤機械警備 ⑥日常清掃  

事業効果・評価 

方向性等 

・10月の日野事務所移転と共に管理を開始し、施設の立地や設備を把握しな

がら、Hub機能を発揮できる取り組みを実施した。 
 

日常生活総合支援事業 

事 業 名 訪問型サービスA生活援助型事業 

事業形態 介護保険事業（日野市） 

財源内訳 介護保険事業収入（公費・利用料） 

担当係 在宅サービス係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 

高齢者が住み慣れた自宅でいつまでも安心して暮らせるよう、ヘルパーが訪

問して高齢者自身の自らの能力を最大限に活かしながら生活援助を行うこと

で、要介護状態にならないように予防することを目指す。 

内 容 １．要支援認定者および事業対象者への生活援助 

実績報告 

平成28年4月より開始した日野市介護予防・日常生活支援総合事業において、

要支援1・2の認定もしくは地域包括支援センターが実施する基本チェックリ

ストで事業対象となった方を対象に、地域包括支援センターや居宅介護支援

事業所等が作成する介護予防ケアプランに基づいて、あらかじめ登録したヘ

ルパーによる掃除・洗濯・買い物・食事づくり等の生活援助を行う。 

１）実績 

年度 新規契約数 実利用者数 利用時間 終了（解約） 

7年度 5件 199人 864時間 5件 

6年度 6件 191人 909時間 3件 

２）利用契約者数・登録ヘルパー数 

年度 契約者数 ヘルパー数 

7年度 17人 22人 

6年度 18人 22人 
 

内 容 ２．登録ヘルパー向け研修の提供 

実績報告 登録ヘルパーを対象とした資質向上を目的とする研修を、ケアサービス協力

会員研修や福祉人材育成研修等の実施に併せて案内を行った。 
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開催日 11/6(木) 

内容  「腰痛予防のための身体の使い方」 

講師  長島佳歩(理学療法士) 

参加者 3人 

内 容 ３．登録ヘルパー募集による人材確保 

実績報告 ケアサービス事業説明会時や既存のケアサービス協力会員へ案内を行った。 

事業効果・評価 

方向性等 

・地域包括支援センターや居宅介護支援事業所等からの依頼で契約、サービ

ス提供となるので、実績はあまり変わらない。 

・現在、登録ヘルパー数は充足しているが、ケアサービス協力会員の中から

有資格者等に声掛けをし、若干名増やしていく。 

 

事 業 名 訪問型サービスB生活援助型事業 

事業形態 介護保険事業（日野市） 

財源内訳 介護保険事業収入（公費・利用料） 

担当係 在宅サービス係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにみまもる 

目  的 

孤立しがちな高齢者が地域の中で安心していきいきと暮らせるよう、一人暮

らし高齢者や高齢者世帯等のちょっとした困りごとへの支援を通じて、必要

に応じて福祉サービスや支援機関につなげることを目的とする。 

内 容 １．事業対象者への生活援助 

実績報告 

１）実績  

年度 活動件数 利用者数（延べ） 利用時間 

7年度 23件 11人 27.5時間 

6年度 23件 22人 19.5時間 

主な内容：ゴミ出し、電球交換、家具の移動、郵送補助、買い物補助など 

２）活動協力者数  

協力者数：14人（前年度14人） 

内 容 ２．活動協力者募集説明会等による人材確保 

実績報告 
安定したサービス提供ができるよう、ケアサービス協力会員から活動協力者

を募り、人材を確保している。 

事業効果・評価 

方向性等 

・ケアサービス協力会員からの活動協力者の募集や、各種事業説明会等で引

き続き活動協力者を確保していく。 

・日野市生活支援体制整備事業(地域支援係担当)の中で、その他市内の団体と

連携し市内の空白地帯が無いよう、また日野市等から依頼があればなるべく

対応できるよう実施した。 
 

収益事業拠点区分 

事 業 名 自動販売機設置等管理事業 

事業形態 収益事業 

財源内訳 手数料、利用料 

コメントの追加 [H14]: ケアサービス係へ 

事業に対する事業効果・評価・方向性の報告をお願いします。 

コメントの追加 [T15R14]: 追記しました。 
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担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 公共施設の自動販売機の設置や中央福祉センター内の印刷機等を貸し出しす

る等、施設の利便性の向上を図り社会福祉事業における財源確保に努める。 

内 容 １．自主財源の確保 

実績報告 

１）自動販売機の設置 

①実績 

年度 台数 ロケマージン 

7年度  25台 5,874,359円 

6年度  25台 5,624,630円 

②設置場所 15ヶ所25台 ※（ ）内は台数。 

・日野市役所１階  (５) ・ひの煉瓦ホール       (３) 

・クリーンセンター (２) ・プラスチック類資源化施設  (１) 

・中央福祉センター (２) ・生活･保健センター         (１) 

・福祉支援センター (１) ・中央図書館         (１) 

・中央公民館    (１) ・みらいく              (２) 

・教育センター    （１） ・ふるさと歴史館            (２) 

・PlanT        (１) ・石田環境プラザ      （１） 

・日野市発達・教育支援センターエール         （１） 

２）事故・苦情の相談受付（４件） 

３）福祉団体等への印刷機材等の貸出 コピー機のみに変更 

年度 件数 利用料 

7年度  13件 53,752円 

6年度  67件 106,545円 
 

内 容 ２．共同募金運動への協力 

実績報告 

「地域貢献型自動販売機」の手数料の一部を継続的に共同募金とする。 

年度 台数 ロケマージン 

7年度  18台 405,537円 

6年度  18台 432,488円 
 

事業効果・評価 

方向性等 

・市民会館や中央福祉センターなどの自販機をキャッシュレス決済対応型に

変更したことで利用者の利便性を向上して売上を上げることができた。 

・PlanTの新たな指定管理者が設置を希望しないという連絡があり、3月中旬

をもって自販機を撤去した。 

 

事 業 名 日野市役所内売店の運営 

事業形態 収益事業 

財源内訳 売上金 

担当係 総務係・日野市役所内売店 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 日野市役所内売店を運営し、市役所の利便性の向上を図るとともに、社会福

祉事業における財源確保に努める。 
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内 容 １．健全な経営 

実績報告 

営業日時 月～金曜日（9:30～15:30） ※祝日・年末年始を除く 

従業員 管理責任者1人、補助職員3人 

年度 売上 商品残高 

7年度 21,790,059円 1,479,121円 

6年度 21,320,859円 2,128,354円 
 

内 容 ２．障害者の社会参加の促進 

実績報告 

障害者施設の利用者を実習生として受け入れ、販売・清掃等の補助業務を

通じた社会訓練を実施した。 

 実習生 社会福祉法人日野青い鳥福祉会1人 週 3回勤務 

事業効果・評価 

方向性等 

・昨年度より売上が増えたのは、切手・印紙類の売上が増えたことによる。 

・収益事業でありながら複数年に亘り赤字が続いているため、積立金を充て

ている。今後の在り方も含め市と協議を行っていく。 
 

事 業 名 不動産賃貸事業（新規） 

事業形態 収益事業 

財源内訳 賃貸料 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 遺贈寄附で受贈した貸店舗の賃貸事業を継続することで、社会福祉事業にお

ける財源確保を行うこと。 

内 容 １．貸店舗経営 

実績報告 
不動産会社と不動産管理契約を交わし、貸店舗経営を行った。 

年度 賃貸料収入 

7年度 1,689,080円 
 

事業効果・評価 

方向性等 

・テナントや不動産管理会社と顔を合わせて事業を開始することで、お互い

の意向を確認しながら事業を開始することができた。 
 

共同募金運動 

赤い羽根共同募金運動 

事 業 名 東京都共同募金会 日野地区協力会（募金業務） 

事業形態 赤い羽根共同募金運動（共同募金運動） 

財源内訳 地区協力会事務費 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 
東京都共同募金会日野地区協力会事務局として、日野地区における赤い羽根

共同募金運動の普及・啓発に努め、社会福祉施設が行う事業の助成金として

活用し、東京都ならびに日野市の社会福祉事業の推進を図る。 

内 容 １．多様な方法による募金の普及・拡大 

コメントの追加 [H16]: 総務係へ 

赤字に伴う今後の在り方の検討についても追記して欲しい。by

局長 

コメントの追加 [TH17R16]: 追記しました。 



57 

実績報告 

東京都共同募金会日野地区協力会において、10月 1日から12月 26日まで実

施される日野地区の赤い羽根共同募金運動に関し、募金活動への参加、募金

箱の設置協力、街頭募金の推進など、市民及び関係団体の協力を得る方策に

ついて検討した。 

内 容 ２．広報啓発活動 

実績報告 

・日野市内全自治会に対し、今年度の協力をお願いした。 

・広報ひの、ひの社協だより、当会ホームページにて案内・周知を行った。 

・募金箱の設置について、地域配分（B配分）の募集通知とともに市内福祉

事業所へ協力のお願い文を発出した。また、日野市内に所在する小・中・

高等学校や少年野球チーム等へ街頭募金協力のお願い文を発出した。 

事業効果・評価 

方向性等 

・街頭募金については、協力団体の尽力により、過去3年間と比較して最多

の募金額となり、一定の成果が得られた。一方で、活動者が固定化している

状況も見られるため、今後は市内の団体や企業への働きかけを強化し、新た

な担い手の確保・拡大を図る必要がある。 

・今回より PayPayでの募金が可能になるので、いつもの募金活動とは異なっ

た新たな形が想定される。 

 

事 業 名 東京都共同募金会 日野地区配分推せん委員会（配分業務） 

事業形態 赤い羽根共同募金運動（共同募金運動） 

財源内訳 地区配分推せん委員会事務費 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 
東京都共同募金会日野地区配分推せん委員会事務局として、日野市内におけ

る社会福祉施設からの「助成金の受付」ならび「申請内容の審査・検討」を

行い、東京都共同募金会へ推せん・意見書の交付を行う。 

内 容 １．委員会および施設見学会の開催 

実績報告 

１）委員の交代 

地区配分推せん委員会規程及び日野地区配分推せん委員会会則に則り委員の

一部変更があった。 

任期：令和6年 6月 1日から令和9年 5月 31日まで 

２）委員会の開催（3回） 

内 容 ２．審査・推せん（意見書の交付・推せん）及び配分 

実績報告 

１）全都配分（A配分）意見書の交付（2団体） 

施設の見学及び聴き取りを行った上で作成し、交付した。 

２）推せん 地域配分（B配分）を東京都共同募金会へ10団体推薦 

施設・団体名 事業名 申請額 
配分 

推せん額 

つきのおあしす スポーツ・健康を通しての地

域活動（ヨガ活動等） 

170,000 160,000 

コメントの追加 [H18]: 総務係へ 

他の報告箇所でも言われているのですが、「委員の名簿を載せ

る必要があるのか？」というご指摘がありました。 

以下の方向で考えていますがいかがでしょうか。 

①このまま残す 

②消してもOK 

コメントの追加 [TH19R18]: 加筆修正しました。 

コメントの追加 [H20R18]: ありがとうございます。 

②消してもOK でお願いします。 堀越 
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光の家 栄光園 視覚障害の利用者が単独で使

用できる運動器具の購入 

140,000 140,000 

金子ベビーホーム 乳幼児SIDS対策事業 110,000 110,000 

マザアス日野 利用者用備品整備（介助バー） 150,000 150,000 

あおいとり日野 備品整備事業（洗濯機） 80,000 80,000 

あおぞら多摩平保

育園 

保育事業整備費（おもちゃ) 70,000 70,000 

やまぼうし平山台 就労継続支援B型事業所の衛生

管理のための洗濯乾燥機導入 

110,000 110,000 

ケアホームともにこ 室内の空気清浄整備 70,000 70,000 

あおいとり上田 備品整理事業（タブレットPC） 70,000 70,000 

わらべ日野市役所

東保育園 

巧技台の購入 100,000 100,000 

 

事業効果・評価 

方向性等 

・地域配分（B配分）については、申請団体が例年固定化しており、申請件

数も減少傾向にあることから、今年度は申請額が予算を下回る結果となっ

た。制度の周知や活用促進に課題があるため、今後は対象団体の掘り起こし

を含め、効果的な広報手法の検討が必要である。 

・配分金の使途に関する理解促進のため、まずは委員が事業内容を把握でき

るよう、見学会の開催等を通じて理解を深める機会を設けていく必要があ

る。 

 

 歳末たすけあい運動 

事 業 名 歳末たすけあい運動の実施 

事業形態 歳末たすけあい運動（共同募金運動） 

財源内訳 歳末たすけあい配分金、事務費 

担当係 総務係 

地域福祉活動計

画における視点 
ともにそだつ 

目  的 
日野地区における歳末たすけあい運動の実施主体（主催：東京都共同募金

会・主唱：東京都社会福祉協議会）として、運動の普及・啓発に努め、日野

市の地域福祉の推進を図る。 

内 容 １．歳末たすけあい運動の普及・拡大 

実績報告 

共同募金運動の一つとして、東京都共同募金会の主催のもと、日野地区における

『歳末たすけあい運動』を展開した。 

１）運動期間 12/1～12/26 

２）募金実績 

 募金額 内訳 

7年度 2,718,704円 

戸別募金    1,701,553円 

街頭募金       0円 

バザー募金   1,017,151円 

6年度 2,784,451円 

戸別募金    1,708,897円 

街頭募金       0円 

バザー募金   1,075,554円 
 

内 容 ２．歳末たすけあいバザー 
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実績報告 

１）バザー担当者会議 

日野市民生委員・児童委員協議会、日野市赤十字奉仕団のバザー担当者と、

事務所移転後初となるバザーの開催について協議を重ねた。（3回） 

２）バザー 

【日時】12/14（日）10時～14時 

【共催】日野市民生委員・児童委員協議会、日野市赤十字奉仕団 

【協力】特非）めぐみ、社福）東京光の家、特非）あいあむ、 

手芸サークルはなみずき 

【協賛】サントリービバレッジソリューション㈱、西都ヤクルト販売㈱ 

㈱伊藤園、東京キリンビバレッジサービス㈱、アサヒ飲料販売㈱、 

森永牛乳日野販売店 

事業効果・評価 

方向性等 

・日野市が開催する障害者週間イベントの日程との重複を避けて、12月 14日

（日）に開催することとした。 

・10月に日野事務所移転があったので、例年通り中央福祉センターでバザー

を開催するか、移転先の福祉支援センターたまだいらを活用したイベントと

するかも含めてバザー担当者会議で検討し、本年度は中央福祉センターで開

催することとなった。 

・久しぶりの雨天での開催となり、客足への影響から売上が心配されたが、

微減に止まった。 
 

 

 

日野市社会福祉協議会組織図 ※（ ）内は人数。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員人数 31人（令和8年3月31日現在） 
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